
Ⅰ．はじめに

最初に，本日の報告の概略を述べます。まず，
これまでの法人税の状況を概観し，法人税の課
税ベースについて検討を加えます。検討の観点
は，「消費課税」です。法人税（法人に対する
所得課税）は，通常利益（normal profit，資本
市場において誰もが得ることのできる利回り）
に対する課税の能力を失っているのではないか，
したがって，所得課税の重要な目的である資本
収益に対する課税が果たせていないのではない
か，という問題意識を最初に提示します（Ⅰ）。
通常利益への課税を行わない租税は，経済学で
は消費課税に分類されます。この分類によれば，
現在の法人税は消費課税になります。報告では，
これを数値を使った例によって説明します。そ
して，利子控除と，減価償却控除または資産原
価の控除との関係を明らかにします（Ⅱ）。次に，
租税を負担することの意味，租税の実質的な負
担者，消費に課税をすることの意味などについ
て，経済学ではなくて租税法の観点から議論し
ます（Ⅲ）。こうした検討の後，外国の改革案か
ら，２つの大きな傾向を取り上げます。「法人
税型消費税」と（Ⅳ），「所得課税の追求」（Ⅴ）の
部分です。前者は，法人税を消費税型の法人税

（消費を課税ベースとする法人税）に変えてし
まう立場です。幾つかのモデルを示します。後
者は，あくまでも法人に対する所得課税を追求
するという立場です。最後に法人税の将来につ
いて簡単な展望を行って報告を締めくくること
にいたします（Ⅵ）。
では，報告に入ります。資料１頁にある最初

の２つのチャートは，財務省ホームページに掲
げられているものです。上の税収のチャートか
らは，消費税の躍進と法人税の凋落の傾向が見
えます。ただし，下の方の税率のチャートと比
較していただくと，税率が下がったから直ちに
税収が下がっているわけではないことも分かり
ます。税率を下げても，税収が上がる時期もあ
ります。これを法人税のパラドックスなどと呼
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んでいますが，法人税率を下げることによって
経済活動が活発化し，結果としてより多くの税
収が上がるというパラドックスもあるのかもし
れません。しかし，むしろ，税率を下げたとき
に課税ベースを広げる手当てを行っていますの
で，そちらで，税率を下げた影響が大きく緩和
されてきたことも，見逃してはならないと思い
ます。日本の法人税率の引下げは，課税ベース
の拡大とセットで行われてきています。たとえ
ば，基本税率を３０％に下げた改正では，引当金
のほとんどを廃止し，受取配当益金不算入も制
限をしました。しかし，これらの課税ベース拡
大は，企業会計との関係や法人段階での多重課
税の防止との関係では議論の余地はあるところ
です。
もっとも，政府税調で昨年行われた税率引下

げに伴う課税ベースの拡大の議論を見ていると，
法人税法本法については，大体このやり方は限
界に来ており，これ以上課税ベースの拡大を行
うと，会計上の企業利益といったものから乖離
した課税ベースになる恐れがあると思われます。
そこで，このような法人税を，躍進する消費

税と比較して，課税ベースの観点でどう違うの
か考えてみましょう。消費税の計算の仕方と比
べて大きく違うのは，資産の償却や原価の控除
です。消費税は資産という概念をそもそも持っ
ていないので，取得時に直ちに税額を引き下げ
る課税仕入れとなります。それから，支払給与
と支払利子は，消費税では課税ベースに影響し
ません。受取利子と受取配当も関係しません。
現行消費税は，税額控除方式，つまり仕入税

額控除で税負担を計算していますが，もしそう
ではなく，所得計算，つまり所得控除で同じ計
算をやるとどうなるでしょうか。取得資産につ
いては即時償却を認め，支配給与と支払利子は
損金不算入とする，そして，受取利子と受取配
当は益金不算入にすることになります。このよ
うな所得計算による消費課税を Income VAT
と呼んでいます。法人税を Income VATにす
るには，取得資産即時償却，支払給与と支払利

子の非控除，そして，受取利子や受取配当の非
課税，金融資産取引の課税ベースからの排除と
いった改正をすればよいことになります。課税
ベースの理念としては，Income VATへの変
化は大きなものです。しかし，法人税法の条文
をひとつひとつ見て，条文をどれだけ書き直せ
ばいいかと考えると，それほど大きなことでは
ないのかもしれません。
日本は，プライマリーバランス２０２０，東京オ

リンピックの開催される２０２０年までに国債費を
除く財政赤字をなくすという国際公約をしてい
ます。真剣に考えると，法人税もそれなりの役
割を果たす必要があるはずです。所得課税とし
て法人税を立て直す，税収確保能力を回復させ
ることが現実的ではないとすると，消費課税に
向けて法人税を変えていくことが，ひとつのア
イデアとして出てきます。もちろん，資産即時
控除や支払利子と支払給与の控除不可といった
法人税が，果たして消費課税といえるのかは，
疑問の余地があります。消費税や付加価値税で
は，課税売上と仕入税額控除による税の連鎖に
よって最終消費者まで税負担を転嫁し，負担し
てもらう仕組みになっていますが，そうした仕
組みなしに，ただ法人税の課税ベースを入れ替
えることによって消費課税だといえるのかとい
う，そういう問題が出てくるわけです。このこ
とは，Ⅲで議論します。

Ⅱ 基礎的考察

１ 利子控除
法人税では，利子控除が認められています。

利子率は，金銭の時間的価値，すなわち，リス
クのない，ただ時間の経過に基づく金銭の価値
変化の部分と，リスク・プレミアムの部分，す
なわち，貸倒れのリスク等の危険などを見込ん
だ上積みの和として決定されます。前者は，通
常利益率に等しいと考えられます。そうすると，
利子控除のため，借入れによる事業からの収益
については，通常利益率への課税ができないこ
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とが理解できます。法人がお金を借りて事業活
動をやってもうけを出しても，そのうちの利子
が控除されるので，その中に含まれる通常利益
に対する課税能力を，法人税は持っていないこ
とになります。

２ 消費課税と通常利益非課税
資料２頁例１をご覧ください１。�１の消費課

税では，第０年度２０％の課税に服する納税者T
が，１２５の賃金を得たとします。Tは，この１２５
を消費せず，通常利益率である年複利１０％で貯
金をしたとします。３年後，この貯金は，１２５
×１．１３＝１６６．３７５になります。ここから消費を
しますので，１６６．３７５×２０％の租税を支払って，
その残り１３３．１を消費することができます。つ
まり，消費課税の世界では，いったん貯金をし
て，そしてそれを引き出して消費をすると，こ
の場合でいうと１３３．１を消費できるわけです。
�２の資産性所得非課税の所得税でも，最初に

２５の租税を支払い，１００が残るので，それを通
常利益で貯蓄をして，３年後に１３３．１を受け取
ります。この１３３．１には，資産性所得３３．１が含
まれますが，それは課税されないので，１３３．１
そのものが消費できることになります。したが
って，消費課税と通常利益非課税とは等しい，
等価であることが分かります。もちろん，本当
はより厳密な証明が必要です。そのことは，以
下も同じです。

３ 即時控除と通常利益非課税
資料３頁例２をご覧ください。�１の即時控除

では，第０年度に，Tは１２５の賃金を得て土地
を買います。この時，即時控除がありますから，
Tは，賃金１２５の全額を土地取得に向けること
ができます。この土地は，超過利益を得る資産

と考えて，３年間で３倍の値段，３７５に値上が
りするとします。Tは，３年後に，この３７５に
対して２０％の租税７５を支払い，３００を手にしま
す。３００を消費できるというわけです。
�２の資産性所得非課税では，Tは，賃金をも

らった時に２５の租税を支払い，残った１００で土
地を取得します。３年後に３倍の３００を手にし
ます。この値上り益は，資産性所得なので課税
はありません。
このように，即時控除と資産性所得非課税と

が等価であることが分かります。そうすると，
消費税課税，資産性所得非課税，即時控除の３
者は，この例では同じものであることになりま
す。
しかしながら，３倍に値上がりするような土

地というものが，常に誰でも取得できるとこと
はありません。もしそうなら，それは通常利益
とすべきことになりますが，ここでは，通常利
益率は１０％としています。そうすると，土地に
投資できなかった資金は，通常利益率で運用す
るしかないことになります。
例３をご覧ください。通常利益の投資機会が

制限されている場合について，即時控除と通常
利益非課税の作用を説明します。
�１の即時控除では，３倍に値上がりする土地

への投資機会は，１００に制限されています。T
は，土地は１００しか取得できず，残額２５は通常
利益１０％の貯金を行うことになります。そうす
ると３年後に，土地は３００になり，貯金からは
３３．２７５の利子が生じます。どちらについても，
投資時に即時控除をしているので，取得価額は
ゼロです。したがって，両者の和である３３３．２７５
が課税ベースになり，これに２０％を掛けた
６６．６５５の税を支払って，２６６．６２を手にする，消
費できるということになります。

１ 以下の例は，Alvin C．Warren，The Business Enterprise Income Tax : A First Appraisal，１１８ Tax Notes
９２１，９２２―９２４（２００８）に基づく。
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�２の通常利益非課税では，通常利益のみを非
課税にし，超過利益の部分には課税を行います。
計算過程を見ていただくとわかるように，結局
２６６．６２をTは手にすることになります。
そうすると，通常利益については無制限の投

資機会があるが，超過利益については投資機会
が限られているという現実的なモデルで考える
と，即時控除の効果は，通常利益非課税に近似
することになります。そして，先に見た消費課
税と資産性所得非課税でも，競争的な市場で得
られる資産性所得が通常利益率に基づくもので
あるとすると，資産性所得非課税は通常利益非
課税に近似すると考えられます。このように，
消費課税と通常利益非課税の等価性が経済学で
はいわれています。

４ 所得課税と通常利益課税
例４は，通常利益の部分にも課税をする所得

課税の例です。これまでの例に比べると，手取
りは減っています。このことは，所得課税の本
質的な特徴である資産収益課税を示しています。
ところで，所得課税は超過利益から税収を確

保できるか，という問題があります。どういう
ことかというと，確かに所得税や法人税では，
超過利益の課税はありますが，しかし，全ての
利益と損失を平準化したものが通常利益である
とすると，超過利益が出れば，その裏側で損失
が出ていることになります。したがって，もし
完全な損失控除が可能であれば，最終的には利
益と損失が相殺されてしまって，超過利益の課
税は行われないことになります。

５ 即時控除と減価償却＋利子控除
資料４頁例５は，即時償却を認めた場合と，

減価償却控除および利子控除を認めた場合を示
しています。
�１の定額法減価償却では，Tは，第０年度に

借入金１００によって資産を取得します。利子率
は通常利益率１０％とします。現在価値割引率も
同じです。この資産には，第１年度から３年間

の定額法減価償却を行います。Tには，これ以
外に資産はありません。利子控除については，
ここが重要ですが，期首資産簿価に係る支払利
子，すなわち，期首資産簿価に通常利益率を乗
じた金額とします。そうすると，減価償却と利
子控除の金額の合計額の現在価値は，資産取得
費である１００になります。
�２の遅れた減価償却でも，�３の即時償却でも，

控除の現在価値は同じ１００になります。
減価償却のスピードを変えても，控除の現在

価値が１００であって変わらないことは，減価償
却方法に対して中立的な税制であることを意味
します。期首資産簿価に対応する利子を控除い
たしますと，減価償却に中立的な課税になるわ
けです。このことは，数学的に厳密な証明をす
ることができますが，直感的には，支払利子控
除と減価償却控除の間に，どちらかを増やせば
他方が減るという関係が成立し，打ち消し合っ
ていると理解できます。速く償却をし過ぎると
利子控除が減ってしまう，償却が遅れたとして
も，その分利子控除が大きくなるので損はしな
い，ということになるわけです。この関係が，
後に議論するACEなどの税制の根底に置かれ
ています。
しかしながら，別の見方をすれば，このよう

な関係を持つ利子控除と減価償却控除とは，即
時控除と等しいともいえます。即時償却を認め
て，利子控除はやめるのと同じとも見られるわ
けです。
さらに，即時償却が消費課税に等しいことを

思い起こすと，減価償却＋期首資産簿価に対応
する利子控除という税制は，消費課税であるこ
とになります。このことは，消費課税の方向に
向かって法人税を改革する考え方に結びつきま
す。そして，利子だけではなくて配当も同様に
考えればどうかという発想になるだろうと思わ
れます。これも，後ほど述べるACEの基礎と
なります。
そこからさらに進むと，利子と配当が実際に

支払われようが支払われまいが，一定額を控除
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してしまうというという考え方も出てきます。
つまり，利子控除を認めてしまうと，通常利益
課税は完全にはできないので，そうであれば，
より簡素で中立的な税制を作るべきであり，減
価償却といった規定を置く必要はなくなるとい
うわけです。いずれにしても，こういった減価
償却控除と利子控除の関係，そして消費課税，
通常利益非課税の関係というものからさまざま
な発想が出てきて，この後見ていく改革案にな
っています。

Ⅲ 租税の負担者と課税ベース

ここまで，私たちは，法人税を，支払利子や
償却方法に中立的な租税であって，その中身は
実質的には消費課税であるものに改革すること，
また，既に現在の法人税自体が，消費課税の性
質を強く帯びているのではないかということを
考えて来ました。しかし，先に述べたように，
制度のあり方と税の負担者について疑問が残っ
ています。消費税であれば，課税売上と仕入税
額控除による税の連鎖により，最終消費者に税
負担を転嫁する仕組みを持っているのに，法人
税の課税ベースだけ入れ替えて，それを消費課
税といえるのかという疑問です。
この疑問には，マクロな視点とミクロな視点

からアプローチすべきであると考えられます。
国や経済社会を通観するマクロで全般的な視点
からいうと，資産性所得非課税や即時控除の法
人税，そして，消費税法が定める消費税は，い
ずれも消費があれば税収が生じます。国から見
ると，民間で消費という行為が行われたら税収
が入りますので，マクロな視点に立つ限りは，
消費が課税ベースであることは疑いありません。
しかし，法律学は，個人ひとりひとりを対象

にするというミクロな視点を持っています。そ
のミクロな視点では，消費課税の対象である消
費者と，経済的には消費課税と等価である給与
所得税の対象である被用者との間で，人的同一
性が全く保証されていないことが浮かび上がり

ます。たとえば，給与所得税を負担しない単独
事業者や，貯蓄の取崩しや借入れによって生活
する人たちも，消費税は負担しています。高い
賃金を得て給与所得税を支払いながら，消費は
あまりしない人も考えられます。
法的な納税義務者と実質的な税負担者との関

係も問題となります。消費税は事業者が納税を
します。給与所得税も，ほとんどは事業者にお
ける源泉徴収によって課税関係が終了していま
す。では，通常利益を非課税とするような租税
を作って，その直接の納税義務者を法人とすれ
ば，どうなるでしょうか。消費税でも給与所得
税の源泉徴収でも，法人が納税義務者です。こ
れを消費税と呼べば消費者によって負担される
ことになり，給与所得税と呼べば被用者によっ
て負担することになるのでしょうか。法人税と
呼べば株主によって負担されるのでしょうか。
さらに問われることは，ミクロなレベルで納

税者ひとりひとりを見たときに，租税負担の実
質，租税を負担することの意味は何か，という
ことです。一般に考えられることは，租税を負
担すれば，その分，使えるお金，可処分所得，
消費が減少するということだと思われます。た
だし，法人は消費の主体にはなり得ないので，
法人を納税義務者とする租税については，個人
による負担，つまり転嫁を考えることになりま
す。しかし，この転嫁がどのように生じるのか
は，少なくともミクロなひとりひとりのレベル
では，不可知，知ることができないといわざる
を得ないと思います。
もうひとつの税負担の実質的な意味として，

税負担による投資の減少があります。これまで
見た例では，そのように仮定していました。２５
の税を支払ったから１２５の投資ではなくて１００の
投資になりますというような説明をしていまし
たが，それは結局，税負担によって投資が縮小
すると扱っていたわけです。この意味の税負担
であれば，法人にも観念することができます。
しかし，これは価値判断の問題ですが，税負担
の究極的な意味は，やはり個人消費の減少に求

― 86 ―



めておきたいと思います。そうすると，ミクロ
なレベルにおいて，事実としての税負担がどう
なっているかは，少なくとも法人を納税義務者
とする租税については不可知だということにな
ります。
では，租税の実質的な負担者は，法制度的に

は，つまり，税制の設計や租税法の解釈適用に
おいては，どう考えられているのでしょうか。
私は，一種の擬制による割り切りが行われてい
ると思います。これを，制度的擬制ということ
にします。たとえば，支払給与に対して，支払
者たる法人は源泉徴収義務を負いますが，租税
は被用者が負担している，被用者の給料が減少
することにして所得税法は作られています。消
費税や付加価値税は，最終消費者が税負担を負
っていると，税制は考えています。もちろん，
労働の供給にも消費財の購入にも弾力性があり
ますから，税負担をかければ，使用者と被用者，
事業者と消費者の両方に帰着する，つまり，両
方が貧しくなります。にもかかわらず，法人が
給与所得税の源泉徴収をすれば，それは被用者

が負担している。法人が消費税を納税すれば，
それは消費者に転嫁されていくことが，法律上
は前提とされ，擬制されていることになります。
法人税についても同じであり，所得税における
配当税額控除や，法人税での同族会社の留保金
課税，受取配当の益金不算入といった規定は，
法人税が株主によって負担されている前提，擬
制に基づいて設けられています。
こうしたことは，事実としては実証できない

し，さらにいえば，契約自由を保障する資本主
義国家において，事実として誰が租税を負担す
るかを法律で決めることは，できないと思いま
す。取引価格を法で決めることはできないから
です。考えてみると，所得税でも，一家の生計
保持者に課税をすれば，その家族も貧しくなる，
家族の消費も減少する。これは間違いないわけ
ですし，例えば国家の刑罰権の行使であっても，
その刑罰は，もっぱらその本人に対して科して
いるのですが，周りの人が不利な影響を受ける
ことは，否定できないと思います。
私は法人税の研究を始めてもう３０年くらいに
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なりますが，この問題にはずっと悩み続けてき
ました。これに関連する問題をもうひとつ申し
上げると，それは，法人税の課税ベースと称す
るものは一体何かということです。
法人税の課税ベースというものを考え出すと，

これもかなり難しい問題になってきます。法人
税の課税ベースは所得ですといえば，済むわけ
ではありません。以下では様々な制度を見てい
きますが，それらの制度が念頭におく税負担の
あり方から見ると，相当に広い範囲を学問的に
は考えておく必要があるだろうと思います。す
なわち，法人格の有無にかかわらず，事業のた
めの組織，つまり事業体，組織体，英語では
firmといいますが，この事業体の段階，firm
level において計算される数値であって，当該
事業体または関連する他の納税義務者の納税義
務の金額に実質的に関係するものということに
なるだろうと思います。転嫁を見越して関連す
る納税者というものを入れ，firm level の税負
担というものを考える必要があるからです。そ
うすると，法人税法上の所得が法人税の課税
ベースであることは間違いありませんが，消費
税法に基づいて計算される税額や被用者の源泉
徴収税額といったもの，あるいは源泉徴収税を
算定するための数値といったものも，法人税の
課税ベースに該当するとして，広く法人税の課
税ベースを取って，報告を進めます。また，人
格のない社団・財団，信託，組合といった事業
体において算出される損益も，法人税の課税
ベースとして考察の対象に含めます。
さて，これから様々な改革案を見ていきます

が，それに先だって，伝統的な法人税が３つの
バイアスを持っているということを確認してお
きます。それは，�a 法人形態による事業活動に
は，法人税と所得税の二重課税が生じるため，

非法人より不利になること，�b支払利子が控除
されるのに支払配当は控除できないため，資金
調達方法として借入れが有利になること，�c 株
主にとって，法人に利益を留保させる方が配当
をさせるよりも有利になることです。
こうしたバイアスを是正する方法として，伝

統的には，所得課税を追求する方向で，たとえ
ば法人税をパス・スルー課税に変えることなど
が考えられてきました。しかし，他方で，法人
税を消費課税にすることでも，バイアスはなく
なります。以下では，まず，後者から見てゆく
ことにします。

Ⅳ 法人税型消費税

法人税型消費税とは，法人を納税義務者とす
る消費課税（通常利益非課税）をいいます。所
得控除型の消費税，先ほど Income VATと呼
んだものがそのひとつです。法人税改革案とし
ては，大きく３つのグループに分かれます。二
段階型消費税，キャッシュフロー税，そして，
ACE（Allowance for Corporate Equity）です。

１ 二段階消費税
�１ The Flat Tax
The Flat Tax は，以下で述べるような米国

におけるこの種の租税の原点的なもの，消費課
税化を目指す改革案の原点といえるものです。
Robert E．Hall と Alvin Rabushka によって提案
されました２。所得控除型消費税（Income
VAT）の課税ベース（支払給与損金不算入，
支払利子など金融取引は課税対象外，資産即時
償却）をまず考えます。ここから，支払給与の
損金不算入だけはやめ，損金算入を認めます。
そして，この支払給与については，受け取った

２ Robert E．Hall & Alvin Rabushka，The Flat Tax（Hoover Inst．，１９８５）；The Flat Tax（Hoover Inst．，２d
ed．１９９５）；The Flat Tax（Second edition），（Hoover Inst．，２００７）．
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被用者の側で課税をします。ですから，マクロ
な視点では，法人（事業体）とその被用者たる
個人との２段階で，全体として消費税の課税
ベースが形成されることになります。資産性所
得には，一切課税がありません。
なぜ Income VATをそのまま使わずに，支

払給与のところだけは被用者側に納税義務を課
して法人側で控除をするのかというと，たとえ
ば基礎控除や扶養控除のような人的控除を被用
者に与えて，給与の部分を人税化する，人の個
別的状況を税負担に反映させるためです。しか
し，この結果，ミクロな視点では，課税ベース
は，賃金であって消費ではないことになります。
The Flat Tax は，その名称からも分かるよ

うに，１９％の比例税率の税制です。１９８１年は，
ちょうどレーガン政権の直前で，所得税の最高
税率が５０％を超え，法人税率が４６％でした。そ
の中で，Hall と Rabushka が半分未満の１９％と
いう税率を使っても同じだけの税収が得られる
ことを示し，大きな反響を呼んだ税制改革の提
案です。
このThe Flat Tax がさまざまに応用され，

次のX―tax やその次のGITといったものが出
てきました。いずれも，The Flat Tax におけ
る消費課税の人税化をさらに進める方向性を持
つものです。

�２ X―tax
X―Tax は，David Bradford という高名な経

済学者が，１９８６年，ちょうどレーガン税制改革
のあった年に，提案したものです３。内容とし
ては，The Flat Tax の被用者課税部分の人税
化をさらに進めて，累進課税を導入したもので
す。最高税率は３５％，基礎控除や扶養控除があ
ります。

�３ GIT（The Growth and Investment Tax
Plan）
以上の２つの改革案では，資産性所得は一切

非課税でした。しかし，これは，当時の米国で
は，低所得者層の反発を招き，政治的に実現は
困難であると予想されました。そこで，現実的
な方向としては，資産性所得への課税を組み入
れることが考えられます。このような背景か
ら，２００５年に，ブッシュ大統領の顧問会議が，
成長志向型の税制として，GIT（The Growth
and InvestmentTaxPlan）を提案しました４。
GITも，企業への課税と，個人（被用者，

家計）への課税の２つの部分から構成されてい
ます。企業への課税は，X―tax とほぼ同じ，つ
まり受取利子や受取配当は非課税，支払利子・
支払配当は非控除，資産は即時控除，そして給
与は控除するというものです。税率は３０％です。
ただし，金融機関については，受取利子や配当
は課税，支払利子は控除にしています。
個人所得税については，勤労性所得はX―

Tax と同様ですが，受取利子や受取配当，キ
ャピタル・ゲインに対して，１５％という当時の
アメリカにおいてはかなり低い比例税率の課税
をします。一種の二元的所得税のようなことを
考えていたわけです。
GITでは，資産性所得への課税を通じて通

常利益も課税の対象になりますので，消費課税
の範疇を超えるものであると整理されます。

４ キャッシュフロー法人税
�１ R+Fベース（ミード報告書）
１９７８年に英国の Institute for Fiscal Studies か
ら公表されたミード報告書は，法人課税とし
て，３種類のキャッシュフロー税（現金収入・
支出税）を提案しました。ここでは，そのうち

３ David F．Bradford，Untangling the Income Tax（Harvard University Press．１９８６）３２９―３３４．
４ President’s Advisory Panel on Federal Tax Reform，Simple，Fair，and Pro―Growth : Proposals to Fix Amer-
ica’s Tax System（２００５）．
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のひとつ，「R+Fベース」と呼ばれるものを取
り上げます。
ミード報告書の主眼は，法人税改革ではなく，

個人課税の改革にありました。その主要部分は，
個人に対する所得課税を廃止し，一般支出税を
導入する改革案でした。報告書が出たのは１９７８
年で，この当時のヨーロッパ大陸では，VAT
（付加価値税）が大きく成長していました。英
国には，伝統的に大陸とは距離を置く姿勢があ
り，英国型の消費課税を考えて，この一般支出
税を考え出したのだろうと思います。この租税
がVATと異なるのは，金融取引，つまり預金
や預金の取り崩し，受取利子や支払利子，キャ
ピタル・ゲイン，キャピタル・ロスといったも
のを課税の対象に取り込み，キャッシュフ
ロー・ベースで課税をする点です。貯金をすれ
ば課税ベースは減少し，取り崩せば増加します。
このようなキャッシュフロー税を，まず個人に
対して導入します。
この前提で，法人税をどうすれば一般支出税

とのマッチングがよいかという観点から，３つ
の法人税改革が示されました。そのうちのひと
つが，R+Fベースの法人税です。この法人税
もキャッシュフロー税です。Rとは，Real，実
資産ということです。日本の消費税やヨーロッ
パのVATが対象としているような資産と役務
になります。Fは，Finance，金融取引です。
R+Fベースの法人税も，個人に対する一般支
出税と同じように，金融取引を含めて課税ベー
スを作るということになります。Fが入ってく
るので，支払給与は控除されます。支払利子も
控除されます。ただし，出資の受入れと配当や
分配は，課税対象外です。ミード報告書におけ
る個人と法人の課税は，２段階消費税として取
り上げた米国のやり方と似ているところがあり
ます。先に存在したミード報告書が，米国で参

照されたのかもしれません。

�２ MCT（TheModernCorporateTax）
ミード報告書のやり方が米国に直接的に持ち

込まれたのは，MCT（The Modern Corporate
Tax）においてでした５。これは，UCバークレー
のAlan Auerbach が，２０１０年に提案した法人
税改革案で，２つの柱からなるものです。
ひとつは，国際課税の改革です。現状の国際

課税の原則を変更し，消費税と同じように仕向
地主義に基づく改革ができないかというわけで
す。GATT違反の問題を含めて非常に面白い
のですが，本日の報告ではオミットいたします。
もうひとつは，法人税の課税ベースをミード

報告書におけるR+Fと同じキャッシュフロー
税にすることです。つまり，資産取得や投資は，
実資産でも金融資産でも即時控除をする，譲渡
や運用からの収益は原価の控除を認めずに課税
をする，支払利子は控除する，ということにな
ります。出資の受入れと配当や分配は，課税対
象外です。
MCTでも，前述のR+Fベースの法人税で

も，所得税との関係が重要なモーメントになっ
ています。先ほど少し説明を飛ばしましたが，
ミード報告書のR+Fベースには，ある実践的
な意図があったと思われます。当時の英国を含
むヨーロッパ諸国では，個人所得税と法人税と
の間でインピュテーション方式による二重課税
排除措置が一般化していました。しかし，将来
的に法人税率が下降し，二重課税排除措置を維
持できないことが意識されていたと推測されま
す。このことは，多くの国で現実になりました。
R+Fベースの法人税の記述では，インピュ
テーション方式の廃止が明記されています。R
+Fベースの法人税は，もう所得を課税ベース
とする租税ではないので，個人所得税との間の

５ Alan J．Auerbach，A Modem Corporate Tax（The Brookings Institution，２０１０）．
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二重課税は生じないといえるわけです。だから，
たとえ個人所得税を維持しても，インピュテー
ションは不要であることになります。MCTで
も，同じことが述べられています。法人段階課
税の課税ベースが消費になったので，株主・法
人二重課税は生じない，したがって，二重課税
により法人形態が不利になるバイアスは解消さ
れると述べています。
これが本当か嘘かは，微妙なところです。法

人が租税を負担すれば，その全部かどうかは分
かりませんが，株主へ配当される利益は減ると
思われます。そうであれば，何らかの調整措置
があってよいかもしれません。しかしながら，
配当利益が減ることは，法人が家賃を払っても
原料を買っても，同じだと思います。費用が生
じれば，利益が減りますから，株主の取り分は
減ります。たぶん，今日の法人経営者の方々は，
法人税は費用，コストであると認識し，コスト
と同様に税負担も削減したい，と考えているの
ではないかと思います。この認識は，法人税の
課税ベースが何であるかには，あまり関係がな
いかもしれません。二重課税排除措置が必要な
のは，法人段階で課される租税の課税ベースが
個人課税のそれと重複するからでしょうか，そ
れとも，法人税の課税ベースが何であるかにか
かわらず，法人形態をとることによる税負担の
増加があるからでしょうか。MTCや R+Fベー
スの法人税は，前者の考え方を取ったわけです。

３ ACE（Allowance for Corporate Equity）
�１ 概要
ACE（Allowance for Corporate Equity，法

人資本控除）は，１９９１年に，やはり英国の Insti-
tute for Fiscal Studies が提案をした法人税改革
の手段，仕組みです。国際通貨基金（IMF）の
報告書やマーリーズ・レビューでも積極的に評
価されています。ACEとは，法人の自己資本
の一定割合を課税ベースから控除することです。
Allowance は，控除するという意味です。ここ
での自己資本は，留保利益を含む金額で，純資

産の帳簿価額の総額に等しいもの，つまり，資
産マイナス負債になります。これに乗じられる
一定割合は，この案では通常利益率とされてい
ました（各国が，別の率を定めることもできま
す。）。そうすると，このACEを導入した法人
税では，通常利益に課税をしない，消費課税が
成立をすることになります。

�２ ACEと償却控除
資料７頁の表をご覧下さい。ある法人が，第

０年度末に，持分投資による資金調達によっ
て，１，０００の資産を取得しました。この投資か
ら，１年で２０％，２００の収益を上げましたが，
経済的減価償却が１０％生じました。そして，こ
こが興味深いのですが，資金調達コスト（Cost
of Capital）とされるものが，１０％，１００生じて
います。表の中央列「経済的利得」にあるよう
に，ACEでは，この投資による真の経済的所
得は１００と認識されます。そして，課税におい
ても資金調達コストの控除を認めることにより，
課税前の利益率１０と等しい課税後の利益率が実
現され，課税前後の利益率が等しいという意味
での中立性が確保されると考えるわけです。
しかし，課税前後の利益率が等しいのであれ

ば，それは所得課税ではありません。所得課税
は資本収益に対して課税をしますから，当たり
前のことですが，課税後の利益率は課税前より
減少します。これが所得課税の本質なのですが，
そうならないのが正しいというのが，この
ACEの考え方です。これは消費課税の考え方
になると思われます。表右列の「ACEシステ
ム」を見ると，ACEの金額は，期首における
持分投資の１０％になっています。
なお，この表では過大な減価償却が行われ，

資産に含み益が生じ，資産売却により取り戻さ
れて課税を受けることも示されています。

�３ ACEとキャピタル・ゲイン
資料８頁の表にまいります。自己資本によっ

て取得した資産があり，その資産に含み益
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１，０００がある例です。この含み益を，第１年度
に実現するか，第２年度に実現するかによって，
税負担と課税後の収益がどうなるかが比較され
ています。通常利益率は１０％です。左の２つの
列は，現行制度では，課税時期を第２年度に繰
り延べた方が，より大きな課税所得が得られる
ことを示しています。これに対して，右側の
ACEでは，第１年度に実現した場合，得られ
た収益が第２年度においてACEの対象となり
ます。含み益であればB/S に計上されないの
で，ACEの対象にはなりませんが，実現すれ
ば，現金その他資産になり，B/S に計上されて
ACEの対象になります。このときのACEは，
課税繰延べの利益と同額の利益を与えるので，
含み益の実現時点に対して中立的な課税となり
ます。したがって，キャピタル・ゲインに対す
るロックイン効果が生じないことになるわけで
す。
さらに大切なことは，７頁の表にある過大な

減価償却についても，今述べたことが全く同じ
ように成り立つことです。つまり，過大償却額
１５０は含み益となりますが，ACEの下では，こ
の含み益がいつ実現されるかによる税負担の差
は生じません。別の言い方をすれば，減価償却
をどのように行っても，ACEの作用により税
負担は左右されないことになります。Ⅱ５で，
資産簿価に対応する利子控除と減価償却を認め
る税制が償却控除の速度に中立的であることを
見ましたが，ACEの作用も，償却方法に中立
的な課税を実現します。

Ⅴ 所得課税の追求

１ 日本の現行法
ここでは，消費課税への転換とは逆に，所得

課税の追求の方向を探ります。日本の制度につ

いては，法人税と所得税における種々の利子控
除制限をどのように考えるか，考え直すかが重
要であり，利子控除が制限されていることによ
り，個人と法人を通じて見れば，所得課税に近
づいているという側面があるのですが，ここで
は省略します。

２ CBIT（Comprehensive Business Income
Tax）

�１ 概要
CBIT（Comprehensive Business Income

Tax）は，米国の１９８６年税制改正法，第２期
レーガン政権下での税制改革ですが，この法律
で，連邦議会は財務省に対して，法人税のある
べき姿を研究して報告書を出すように指令を行
いました。財務省が，６年がかりで研究を
し，９２年に連邦議会に提出をした報告書で示さ
れた税制がCBITです６。
CBITは，前述の３つの歪曲を取り除くこと

に主眼を置き，法人税だけではなくて個人所得
税にも改革を行うことにしました。そして，個
人と法人を通じて見れば，事業所得が必ず１回
だけ課税を受ける税制を示しました。
CBITの具体的な仕組みは，まず，零細なも

のを除く事業を，法人格の有無を問わずに
CBIT事業体（CBIT entity）とします。そし
て，CBIT事業体に対して，現行法人税から利
子控除を認めず，受取利子と受取配当は全部非
課税とする課税を行います。税率は個人最高税
率に設定されます。個人については，受取配当
と受取利子を非課税とします。キャピタル・ゲ
インについては，後述します。このようにする
ことで，持分投資と貸付投資，自己資本と借入
れは，法人段階でも個人段階でも全く同じよう
に扱われるということになります。
損失控除については，CBIT事業体で生じた

６ Report of The Department of The Treasury on Integration of The Individual and Corporate Tax Systems
Taxing Business Income Once（１９９２）．
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損失は，あくまでもCBIT事業体で吸収をする
こととし，個人投資家には到達させないことに
なっています。したがって，タックス・シェル
ターのように，パートナーシップ段階で損失を
作り出し，それを個人が控除するといったこと
はできないことになります。
CBITは，個人所得税と法人税との統合とし

て提案されていますが，利子控除を一切認めな
いので，通常利益の課税を確保した税制である
ともいえます。

�２ 事業体の非課税所得
CBITにも，いくつかの問題点があります。

ひとつは，CBIT事業体において非課税の所得
が出たときにどうするかです。非課税だから，
個人投資家段階でも非課税でいいと考えられる
かもしれませんが，財務省はそうは考えません
でした。CBIT事業体で課税を受けなかった所
得は，投資家段階では課税をすることとされま
した。この非課税になった所得には，明示的な
非課税所得だけではなく，たとえば，外国税額
控除により実質的に米国の課税が行われていな
い所得も含まれます。
このような所得を個人投資家段階で課税する

ために，補完税（compensatory tax）が導入さ
れます。また，補完税のために必要になるのが，
事業体段階でどれだけの所得が課税を受けてい
るか（したがって，投資家が非課税で受け取る
ことができるか）を示す数値です。この数値を
示す勘定として，EDA（Excludable Distribu-
tions Account）が設定されます。これらは，
制度を複雑化します。
しかし，同様の複雑さは，インピュテーショ

ン方式による統合でも生じていました。たとえ
ば，かつてのドイツのインピュテーション方式
では，配当原資となる留保利益をいくつかの種
類に分けて法人にそれらを管理させ，株主での
課税を変えていました。法人段階で課税されて
いない所得は，二重課税が起こらないので，個
人段階で課税をしてもいい，というより，課税

すべきである，また，法人段階で軽課されてい
る所得は，その分個人段階で課税すべきである
と考えていたわけです。CBITも同じで，それ
が制度を複雑化させました。

�３ 株式キャピタル・ゲイン課税
さらに難しい問題は，株式キャピタル・ゲイ

ン課税です。CBIT事業体の株式や持分を譲渡
したとき，譲渡益損を課税の対象にすべきなの
か，そうではないのかが問題になります。原則
論として，もしCBIT事業体で全ての所得が課
税されているのなら，その留保利益は課税済み
ですから，それをあらわす株式や持分の譲渡益
に課税することは，二重課税になります。しか
し，同時に，前述のようにEDAによって事業
体段階での非課税所得を構成員に課税するので
あれば，株式や持分の値上り益の中にも，事業
体段階非課税所得に対応する部分が含まれてい
るので，それは株式譲渡益として課税すべきこ
とになります。この区別をきちんとするには，
さらに複雑化な仕組みが必要になります。
こうしたことから，財務省案の原則は，株式

譲渡損益非課税でした。しかし，これに対して，
資産の譲渡と株式や持分の譲渡との間には，相
互に可換性があるという反論が行われました。
つまり，資産の譲渡に代えて，その資産を適格
現物出資して株式に変え，その株式を譲渡すれ
ば，株式譲渡が非課税であれば，資産を実質的
に非課税で譲渡できることになります。そうす
ると，事業体間では非課税で株式譲渡を行い，
最後に消費者が実物資産を手にしたいときに，
現物分配による課税が生じます。こうすれば，
事業体間取引（B２B取引）は非課税になるの
で，これは消費税であるという批判がされまし
た。そうすると，株式キャピタル・ゲインにも
課税が必要になります。
財務省は，二重課税が生じないためのDRIP

（DividendReinvestment Plans）という制度を
導入し，株式キャピタル・ゲイン課税を行うこ
とも提案しています。DRIP とは，ごく大まか

― 93 ―



にいうと，事業体に利益が生じたとき，これに
対応して，株主における株式取得価額を引き上
げる制度です。詳細は複雑になるので，省略を
します。

３ BEIT（Business Enterprise Income Tax）
�１ 概要
最後に，BEIT（Business Enterprise Income

Tax．バイトと発音）を見ます７。Edward D．
Kleinbard が２００７年に提案をした税制改革案で
す。BEITは，CBITと同じように事業体と個
人の２段階で所得課税を実現しようとする税制
です。この事業体には，法人ではない組織や個
人事業（零細なものは除く。）が含まれます。
また，５０％超の持分保有関係にある事業体は，
全て強制的な連結申告の対象になります。これ
を，スーパー連結申告（Super―consolidation）
と呼びます。
BEITの骨格は，COCA（Cost of Capital Al-

lowance．資金調達費用控除）にあります。
COCAとは，事業体における自己資本と借入
れの合計額，言い換えれば，借方側の資産簿価
の総額，これに通常利益率を乗じた金額の控除
を認める制度です。ただし，実額の支払利子控
除は認めません。ACEを借入れにも拡張した
ものと理解できます。
そして，ここからが面白いのですが，その反

面，投資者（事業体を含む。）に対して，持分
投資と貸付投資の両方の投資簿価（債券や株式
の取得価額など）に，通常利益率を掛けた金額
を所得に算入します。実際に受けた配当や利子
は無視されます。実際の受取りとは無関係に，
投資額に通常利益率を掛けた金額を所得とみな
して課税をするわけです。これをMinimum In-
clusion と呼びます。これによって，通常利益
率課税を確保します。

�２ COCA（Cost of Capital Allowance）
COCAは，ACEを想起させますが，対象に

借入れが含まれるので，事業体だけを見れば，
完全な消費課税が行われることになります。ま
た，COCAと償却方法との関係は，ACEと償
却方法との関係と同じであり，減価償却をどの
ように行っても，COCAの作用により中立的
な課税が実現されることになります。
しかし，このことは反面で，COCAなどを

導入しなくても，即時償却を認めればいいので
はないか，それなら，以下で述べるような
COCAに伴う複雑なことも不要になるのでは
ないか，という批判をよびました。

�３ みなし通常利益課税（Minimum Inclusion）
みなし通常利益課税は，投資簿価に通常利益

率を乗じた金額を所得とみなして課税をするも
のですが，これに対しては，当然のことながら，
全く手にしていない利益，未実現の利益に課税
することへの疑問が生じます。それだけでなく，
投資先の事業体が欠損を生じたり倒産しそうに
なったりしても，この課税はあります。こうな
ると，未実現利益ですらないような数値に課税
をすることになり，所得課税の範疇を超えてい
るかもしれません。角度を変えて見れば，事業
体段階は消費課税にしてしまって，それでも税
制全体では所得課税，つまり通常利益課税，資
本収益課税を確保しようとするので，無理が生
じているといえます。
みなし通常利益課税に伴って制度を複雑化さ

せる要素として，株式や持分の譲渡に対する課
税と，通常利益を超える分配を受けた場合の課
税があります。前者については，みなし通常益
課税の対象とされた金額（通常利益の金額）だ
け，株式や持分の取得価額を増額します。逆に
分配を受けたときは，通常利益までは，非課税

７ Edward D．Kleinbard，Rehabilitating the Business Income Tax（Brookings Institution Hamilton Project，２００７）．
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とするとともに，株式や持分の取得価額を減額
します。厄介なのは，後者，通常利益を超える
分配や株式や持分の譲渡から生じた利益（合わ
せて超過分配（Excess Distribution）といいま
す。）の扱いです。超過分配に対しては低い税
率による課税を行うことが提案されています。
事業体における非課税や未実現などにより完全
な課税が行われないことを補完するための投資
者課税と位置づけられていますが，議論の余地
があります。

�４ 損失
事業体段階の損失は，CBITと同様，投資者

にパス・スルーせず，事業体の段階で繰越控除
をさせます。投資者段階で損失が生じた場合の
扱いは，従前に受けたみなし通常利益課税との
関係などで，とても複雑なものとなっています。
ここでは省略します。

�５ 組織再編
米国の極めて複雑な組織再編税制は，全廃さ

れます。組織再編は全て，パーチェス法，時価

譲渡として扱うという非常に思い切った方針が
示されています。これは，極めて魅力的な提案
であると思います。このようにしても，前述の
スーパー連結申告がありますので，持分５０％超
の関係があれば連結内での譲渡となり，課税機
会にはなりません。

Ⅵ 課税ベースの今後

最後に，本日の報告をまとめ，将来を展望し
ます。
本日の報告では，多くの改革案が消費課税

（通常利益非課税）として事業課税を形成して
いることを述べました。事業体段階だけで所得
課税を完結させることは困難であること，これ
が，本日の検討からの結論です。
報告で取り上げた改革案の多くは前世紀のも

のでしたから，今後を展望するためには，近年
の変化を組み入れる必要があります。そのよう
な要素として，①多国籍企業の成長と資本の国
際移転の増加，②自己資本と借入れとの境界の
不明確化，③パス・スルー事業体の利用増が指
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摘されていますが，これらのいずれもが，事業
段階での通常利益課税を困難にしていると考え
られます。そうすると，今後のわが国における
法人税の再生の方向としても，消費課税化を検
討すべきだと思われるわけです。また，報告で
は，多くの改革案が，法人税改革を個人課税の
改革と一緒に考えていることを申し上げました。
そのためには，事業形態，つまり法人格の有無
には中立的な課税のあり方を考えていくべきで
あると思われます。
最後に，より根本的には，The Flat Tax に

はじまる２段階の枠組みによる税制の構築や分

析の有効性も問われます。上記①～③は，事業
や資本といった物的な要素についてのものです
が，今後は，人的な要素，たとえば，人の国際
移動やヒューマン・キャピタルの影響力の増大，
ヒューマン・キャピタルの境界の不明確化が重
要になるでしょう。さらには，ひとりひとりの
幸福追求や自己実現といった観点から見たとき
の消費の多様化，複雑化も考えなければなりま
せん。消費という概念の把握も，ミクロなレベ
ルではさらに困難になっていくだろうと思われ
ます。
以上で，報告を終わります。
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討論会 ９月１７日�・午後

早稲田大学大学院会計研究科教授 青山 慶二
財務省主税局国際租税総合調整官 緒方健太郎
新日鐵住金㈱財務部上席主幹 合間 篤史

一橋大学大学院国際企業戦略研究科准教授 吉村 政穂

司会 早稲田大学大学院ファイナンス研究科教授 渡辺 裕泰

●参加者（五十音順）

BEPS（税源浸食と利益移転）
プロジェクト等の国際的な
取組み及びわが国の対応

討論中に言及されている資料は、巻末「資料編６１頁～９１頁」に掲載されています。
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はじめに

（渡辺） それでは，パネルディスカッション
を始めさせていただきます。例年ですと，国際
課税についての平成２７年度の改正点，国際的な
議論の動向というように，網羅的にとりあげて
おりましたが，今年は皆様の関心が最も高いと
思われるBEPSについてどのような議論が行
われているのか，どこにいくのかをもっぱら取
り上げ，今年の改正もその中の一項目として扱
っていくということにして進めたいと考えてお
ります。
そこで，「BEPS（税源浸食と利益移転）プ

ロジェクト等の国際的な取組み及びわが国の対
応」というテーマにしております。
パネリストの方はただ今ご紹介いただきまし

た４人の方々でございます。それぞれ組織に所
属されているわけですが，本日はその組織の意
見というよりは，個人としての資格でご参加い
ただいておりますので，その点はよろしくお願
いいたします。ご発言も個人としてのご発言と
いうことで受け止めていただければと思います。
従いまして，ここではお名前を肩書なしのさん
付けで呼ばせていただきますので，この点もよ
ろしくお願い申し上げます。
本日のパネルディスカッションは全体を２部

構成にしております。第１部はBEPS行動計
画の１から１０までに関するものです。BEPS行
動計画のうち，実体規定，ルールの改正に関す
るものについてです。なお，国際課税原則の帰
属主義への見直し等も含みます。
第２部は，BEPS行動計画の１１から１５までに

関するものです。BEPS行動計画のうち，手続
き規定，情報交換既定に関するものです。
OECDでは昨年９月１６日にBEPS行動計画

の勧告に係る第一次提言が発表されました。わ
が国は平成２７年度の税制改正において，この第
一弾の報告書における勧告を踏まえ，「国境を
越える役務提供に対する消費税の見直し」，「外

国子会社配当益金不算入制度の適正化」等の措
置を実施しました。昨年９月の第一次提言
後，２０１４年１０月から今日まで多数のディスカッ
ション・ドラフトが公表されました。これらの
ドラフトに対する膨大な数のパブリック・コメ
ントが日本経済団体連合会や日本貿易会を含む，
全世界の経済団体や主要な会計事務所から提出
されました。コンサルテーション・ミーティン
グを経て「修正ディスカッション・ドラフト」
も公表されました。また，昨年の第一次提言に
追加する報告書も出されております。
現在は，この９月中に予定されている最終報

告書（第二次提言）に向けて，準備が精力的に
行われています。この報告書は１０月のG２０財務
大臣会合（於：ペルー・リマ），１１月のG２０サ
ミット（於：トルコ・アンタルヤ）に報告され
る見込みです。
本日のパネルディスカッションでは，緒方さ

んからどこまで議論が進んでいるのか，どんな
方向に行きそうか，差支えのない範囲で最新の
情報を教えていただいた上で，活発な議論を進
めたいと思っております。
それでは早速第１部のBEPS行動計画１か

ら１０までの実体規定，ルールの改正についての
ディスカッションに入りたいと思います。最初
に緒方さんからご説明いただきまして，その後，
青山さん，合間さん，吉村さんからご意見・ご
質問を頂戴して，さらに緒方さんからお三方の
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ご質問にお答えいただくという順番で進めさせ
ていただきたいと思っております。
それでは，緒方さん，よろしくお願いいたし

ます。
―――――――――――――――――――――

Ⅰ．行動計画１～行動計画１０（実
体規定・ルールの改正，国際課
税原則の帰属主義への見直しを
含む）

�１ BEPSプロジェクトの背景・意義
〔「税源浸食と利益移転（BEPS）プロジェク
ト」〕（資料１）

（緒方） 現在，国際課税に注目が集まってい
ます。従来，国際課税の問題は，国際的に活動
する企業・個人にとって，いかに二重課税を排
除するか，という視点が中心でした。これが，
徐々に，公平性の問題，企業にとっての公平な
競争条件，個人にとって税負担の公平の視点が
中心になってきました。
潮目が変わったのは，やはり２００８年のリーマ

ン・ショックです。ウォールストリートを震源
に世界経済危機へと発展しましたが，その結果，
世界的に景気が低迷する中で，各国それぞれに，
生活の安定と景気回復に必要な歳出を支える国
民負担を求めるのに苦慮します。富の象徴が震
源だっただけに，負担の公平感や税に対する信
頼感を求める声が広がったのは当然と言えます。
そうした中で，世界的に活動する大企業が相

応の税負担をしていないのではないかという不
満は，これを許しているルールに問題があるか
もしれないということで，国際課税ルールを見
直す動きに発展しました。日本は少ないと言わ
れていますが，多国籍企業の中には，脱税まで
はしないものの，ギリギリ「適法」な方法を見
つけて大胆にタックス・プランニングする企業
もあります。法の抜け穴が利用され，各国の税
法の違いが巧みに突かれるのです。このような
行き過ぎたプランニングによる不公平は正すべ

きとの認識が深まり，２０１２年のロスカボス・サ
ミットで，G２０首脳がBEPS，税源浸食と利益
移転の防止の必要性として再確認するに至りま
す。
そして，２０１３年には浅川・財務省財務官が議

長を務めるOECD租税委員会が「BEPS行動
計画」をまとめ，２年間という短期間で，国際
課税のルールを経済の実情に合わせて全面的に
見直す野心的な大作業を行うことになったので
す。この「OECD・G２０BEPS プロジェクト」
の最終報告書は，来週２１・２２日のOECD租税
委員会で承認され，１０月８日のG２０財務大臣会
合に提出される予定です。
なお，本日は，なるべく最終報告書の内容を

お話ししますが，報告書は承認前ですし，１０月
にG２０に提出される際に公表されるものですか
ら，参加国政府の守秘義務として，残念ながら
全てをお話しすることはできません。ご容赦く
ださい。

〔「BEPSプロジェクト」の意義〕（資料５）
増井教授・宮崎弁護士の「国際租税法」の中

で「経済はグローバル，課税はローカル」とい
う言葉を書かれておりますが，国際課税の問題
を非常に端的に表している言葉だと思っており
ます。経済活動はグローバルに展開されていま
すけれども，税金を最終的に課すのはローカル
な主体である国であるということです。例えば
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世界政府のような存在があれば，いったんグ
ローバルな活動に総体として課税をして，その
税収を各国に配分するということが可能だった
かもしれません。そういう視点からいいますと，
実は地方税の問題にはいろいろ論点があります
けれども，国際課税と共通しているものが多く
あります。例えば国際課税の代表例のような移
転価格税制も元をたどればアメリカの国内の制
度だったというようなところが見られますよう
に，いろいろ論点が重なっているところがあり
ます。しかし，現実には各国の課税権を世界政
府のようなものに統合することは当面無理です。
他方で，キーワードになっています公平な競

争条件というものを実現しようと思えば，各国
がそれぞれに課税権を行使して，ばらばらに課
税をしているということであると，競争条件は
公平にならないということです。今までの国際
課税のように二重課税を排除しているだけでは
十分ではありません。そうしますと，どの国も
課税しないような課税の空白を埋めて，同じよ
うな活動，同じような構造には同じような課税
がされるということを国際的に協調して行わな
ければいけないということです。
BEPSというのは，そういう意味では突き詰

めて言えば，世界政府というものがない中で過
大な課税を調整するという今までの消極的な協
力を超えて，公正な競争条件の実現に向けて積
極的に課税の在り方を協力して決めていくとい
う壮大なプロジェクトだということだと思いま
す。まさにこの点にこそ，われわれの考えでは
日本企業にとってのメリットがあると考えてい
ます。要すれば，国際的に見て，過度なタック
スプランニングを行っていないと言われている
日本企業の皆様にとっては，外国の企業，お行
儀の悪いことをする企業がきちんとその活動に
見合った税負担をするとなれば，当然相対的に
日本企業の競争条件が改善してくるということ
になります。ですから，必ずしも日本の税収に
直接結びつくというものではなくても，日本企
業や経済にとって大きなメリットがあると思っ

ています。この公平な競争条件に向けた積極的
な国際協調というのが１つ目の特徴だと思いま
す。
それから，２つ目の特徴です。資料５の４つ

目の丸ですが，非常にグローバルなイニシアテ
ィブであるというのが特徴です。これはまさに
世界政府がない中で積極的に課税権をそろえる
というプロジェクトですから，議論もグローバ
ルに行われ，一番顕著なのはG２０との共同プロ
ジェクトであるということです。要するに，
OECD非加盟国のBRICs を中心とする主要な
新興国が議論に参加しているということです。
今まで先進国クラブと揶揄されてきたような
OECDが先進国視点のルールづくりを主導す
るのではなくて，しっかりと新興国，途上国が
ルールづくりの段階から参加して，自分でルー
ルづくりをしたうえで，自らこのルールにも従
うという新しい潮流が芽生えたということで，
非常に大きな特徴だろうと思っております。
３つ目の特徴として挙げさせていただきたい

のは，３つ目の丸のところにも少し書いてあり
ますが，価値創造の場で課税というキーワード
が出てきたということです。「BEPSプロジェ
クト」の過程の中で，BEPSは何なのかと言わ
れるとなかなかまとめにくいのですが，非常に
簡単に申し上げれば，払うべきところで税金を
払うということです。その払うべきところとい
うのをもう一度言い直すと，価値創造の場で課
税をするという哲学が明確になってきたという
ことだと思います。
これはいろいろ含意があります。若干理論的，

技術的になって恐縮ですけれども，国際課税の
前提としまして，消費課税は消費地で課税をす
る，所得課税は居住地で課税をする，事業課税
は事業が行われた場所で課税をするというのが
あるべき姿ということで，大体国際課税はそこ
に収斂してきております。もちろん，所得課税
は居住地課税といいましても，源泉地，所得が
発生しているところで源泉徴収という形で課税
が残っておりますけれども，租税条約でなるべ
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く源泉徴収を低くする，限りなくゼロにすると
いう努力をしておりますので，目指すところは
所得課税は居住地のみ課税ということです。
この所得課税は居住地，事業課税は事業が行

われた場所で課税という原則が，今まではパッ
シブ所得は居住地，アクティブ所得は活動の場
所，つまり源泉地で課税として議論をされてき
ておりまして，日本の今までの改正もこの流れ
でまとめることができます。例えば２００９年に海
外子会社配当の益金不算入制度というのを導入
しましたけれども，これはまさにアクティブ所
得は源泉地の課税で終わりにするという原則を
貫徹するものです。

〔国際課税原則の帰属主義への見直しのポイン
ト〕（資料３５）
本日の資料で，中身は残念ながら時間の関係

で触れられませんが，資料３５以降にAOA，い
わゆる帰属主義への変更の過程の資料を付けま
したが，これについても突き詰めて申し上げれ
ば，能動的な事業所得というのは PEに帰属す
る所得ですが，他の本店直取引は日本から見れ
ば受動所得ということになりますので，この能
動的な PE帰属所得を本店直取引の所得から切
り離すということです。
このように，今までの改正の中で流れている

潮流をBEPSとしてもフォローアップしてき
ているということです。ですから，全く新しい
課税原則を作り出すというよりは，今までの潮
流となってきた改正と同様な到達点を目指して
１本につながった検討を行ってきているという
背景があります。

〔「BEPSプロジェクト」の意義〕（資料５）
その中で，価値創造の場で課税というのがど

ういうことなのかということですが，今の事業
課税は事業が行われた場所で課税というのを別
の視点から言い直しているということだと思い
ます。どうして視点を変えなければいけなかっ
たのかと申しますと，非常に大きな問題意識と

して，後の方でもう一度出てきますが，無形資
産が絡む事業活動では，事業課税は事業が行わ
れた場所というだけでは課税権配分のメルク
マールとして曖昧であったということです。こ
れはどういうことかといいますと，例えば無形
資産が開発された場所と実際に無形資産を使っ
て所得を得る事業を行っている場所が異なった
場合にどちらで課税をするべきなのかというこ
とです。
実際に無形資産を使って事業を行って所得を

得ている場所も，非常に立派な能動的な事業を
行っている場所ですので，事業課税は事業を行
っている場所というメルクマールですと，そこ
で課税すればいいではないかということになる
のですが，実際に所得のネタになる付加価値の
ほとんどを別の国で開発して，開発された無形
資産を非常に廉価で他の国に移して，そこで所
得を実現するといったときに，廉価で無形資産
を受け取って，所得だけを得ているという国が
まるまるその付加価値に課税をしてもいいのか
という問題意識があります。付加価値を生み出
したところにこそ課税権があるべきであるとい
うこともあり，事業課税は事業が行われた場所
というメルクマールを補完する形で価値創造の
場で課税という認識が出てきたということだと
思います。
これをより一般化して，結局，BEPSは何を

議論してきたかといいますと，事業所得課税は，
結局のところ，PEの原則もそうですけれども，
事業の固まりを捉えて，どこにその事業の固ま
りが存在しているかということを見ようとして
きたわけですけれども，グローバル化も進み，
電子化も進んできたところで，この事業の固ま
りというのがなかなかはっきりとしなくなって
きたということです。例えばサプライチェーン
が広がってくると，事業が垂直的に分割されて
いくことになりますし，技術が進んでいくと，
例えば土地とか，労働とかに加えて，無形資産
も含む資本，こういった生産要素が地理的に，
水平的に分散することがあり得るということで
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す。
そうすると，その事業と言っていたものが，

昔は固定的な場所が１カ所にあって，そこで行
われるのが事業だと観念できたわけですけれど
も，垂直的にも，水平的にも曖昧になってきて，
さらに電子化が本当に進めばバーチャル化もし
てしまうかもしれない。そういった中で課税
ルールをどうするのか，課税権の配分をどうす
るのかというのを議論してきたと総括できると
思います。

〔G８首脳サミット安倍総理大臣発言（税部
分）に関する事後記者ブリーフ（２０１３年６月
１７―１８日 於：ロックアーン）〕（資料６）
資料６以降は最近のコミュニケでキーワー

ドが載っているものを簡単に抜粋させていただ
きました。ごく簡単にだけ指摘させていただき
ます。資料６はロックアーンの２０１３年の G８サ
ミットで総理がご発言いただいたものですが，
「公平」という言葉とか，「払うべきところで
払う」というキーワードが出てきます。それか
ら，時代の変化に税制が追い付いていないとい
うような認識であるとか，税制の調和が必要で
あるという点が指摘されています。この辺が
BEPSの原点の概念になります。

〔G７サミット首脳宣言（仮訳抜粋）（２０１５年
６月７―８日 於：独・エルマウ〕（資料７）
資料７はエルマウG７のコミュニケです。こ

こで非常に特徴的なのは，後の第２部で触れま
すが，G２０／BEPSプロジェクトでは残念なが
らまとめ切れなかった仲裁について，これをG
７としては推進していこうということを指摘し
ております。

〔G２０財務大臣・中央銀行総裁会議声明（仮訳
抜粋）（２０１５年９月４―５日 於：トルコ・ア
ンカラ）〕（資料８）
資料８は，ついこの間トルコのアンカラであ

りましたG２０財務大臣会合ですが，ここで出て

きますのは，今後のBEPSの取りまとめ以後
の時代を見据えまして，広範かつ首尾一貫した
実施であるとか，実施状況のグローバルなモニ
タリング，それから，非G２０諸国の関与という
ものがキーワードとして出てきております。

〔BEPSプロジェクトの最終報告書について〕
（資料９～１０）
資料９からはBEPSプロジェクトの報告書

の概要になっております。タイムスケジュール
の今後の運びのところは先ほど冒頭に申し上げ
たとおりです。BEPSプロジェクト報告書は１５
の行動計画がございますが，資料９，資料１０の
図を並べてご覧いただきますと，大まかに３つ
のカテゴリに分けられます。資料９のところに
Aの丸の中で書いてありますが，払うべきと
ころで払う。価値が創造されたところで税金を
払うという理念に合わせて実体的な規定を議論
した部分がAの丸です。これを行動計画でマ
ッピングしますと，資料１０の資料で左側の部分
ですが，行動１から行動１０までがこのカテゴリ
に入っております。
それから，Bの丸で書かせていただきました

のは透明性を向上するという部分で，ここから
は第２部でお話をいたしますが，透明性向上を
通じてAの実体規定を支えるという形のもの
です。これは行動１１から１３までを中心に，行動
５の一部も入っていますけれども，透明性向上
の部分です。
それから，Cの部分は不確実性の排除と予見

可能性の確保ということで，これもBEPSを
支える１つの大きな柱として，特に行動１４とい
うのがこの中に入っております。

�２ 電子経済の発展への対応
〔行動１ 電子経済の課税上の課題への対処〕
（資料１２～１５）
ここから行動に従って各論ということでお話

をさせていただきます。資料１２は行動１の電子
経済の課税上の対応の現状です。行動１ですが，
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電子経済は非常に注目を集めてきております。
行動１だけ非常に特殊な行動で，BEPSという
だけではなくて，より幅広い電子経済由来の課
税上の課題というものを議論してきました。で
すから，大まかに分けまして，電子経済上の
BEPSの問題，それから，間接税の問題，直接
税の問題と３つに分けて考えられると思います。
BEPSの問題ですが，電子経済の発展に伴っ

てBEPSは助長される傾向にある，BEPSの問
題は電子経済によってより悪化させられること
が多いという指摘はありましたけれども，他方
で電子経済に特有のBEPSの問題は存在しな
いという結論になりました。この含意は，これ
からご説明します行動２以降のBEPS対抗措
置を取ることで，基本的にはBEPS対抗とい
う意味では十分なのであろう，電子経済由来の
BEPS対応はしなくても構わないのではないか
ということが結論になったということです。
間接税につきましては，先ほど申し上げまし

たが，消費課税は消費地課税という原則を電子
経済においても徹底するということでガイダン
スがまとめられております。日本も，冒頭にご
紹介いただきましたが，平成２７年度改正で国境
を越えた消費税の問題については税制改正をし
ております。
一番難しい直接税についてですが，本質的に

は先ほどもちょっと触れましたが，事業の拠点
がバーチャル化してしまった場合，今まで物理
的なネクサスを見ていたものがバーチャル化し
てしまった場合にどうなっていくかという問題
です。これにつきましては，その問題を突き詰
めて，課税原則を抜本的に変えるほどには電子
経済はまだ発展し切っていないという結論です。
拠点がバーチャル化している部分はありますし，
取引がバーチャル化している部分もありますけ
れども，必ずなにがしかの物理的なとっかかり
がありますので，現在の課税ルールの中で十分
対応できる範囲内という結論になっております。

�３ 各国制度の国際的一貫性の確立
行動２からは「各国税制の国際的な一貫性の

確立」と先ほどの冒頭の図ではまとめさせてい
ただいています。BEPSの大きな特徴の１つが，
まさに各国が税制をそろえるために積極的に協
調することだと申し上げましたが，基本的に課
税権は国家主権の最たるものですから，各国が
相手国の国内法を縛るということはできないわ
けですけれども，BEPSはあえてこの領域に踏
み込んで，各国の国内税制について国際的に一
貫性を確立させるということで検討を進めたと
ころです。
これは条約ではありませんので，強制力はあ

りません。全体としてOECDの勧告が出ます
けれども，一般的にはOECDの勧告には強制
力がありませんので，実施を強制するというこ
とはいろいろな意味でできないわけですが，他
方で，BEPSプロジェクトでは問題意識を共通
にする国が集まって協調してやろうということ
で議論して，ルールメーキングしてきたところ
ですので，ピアプレッシャーというものがあり
ます。相手国がちゃんと合意したとおり制度化
しているかということは，ピアプレッシャーの
中で確保していくということになっております。

〔行動２ ハイブリッド・ミスマッチの効果の
無効化（国内法関係）〕（資料１６～２０）
その１つ目ですが，行動２ということで昨年

も報告書が出ましたが，ハイブリッド・ミスマ
ッチ取り決めの効果の無効化です。昨年の９月
の報告書の段階でミスマッチを埋めるための基
本的なルールというものがまとめられましたが，
今回はそれに加えまして，この基本的なルール
を実施するための詳細かつ膨大なガイドライン
について例示等を含めてまとめました。
これは最終報告書をご覧いただくとわかりま

すが，何百ページにも及ぶ非常に大部なガイダ
ンスになっております。この詳細になかなか今
日は入れませんが，１点だけご指摘させていた
だきたいのは，ハイブリッド・ミスマッチを無
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効化すると一言で言いますけれども，この実現
のためには非常にさまざまな詳細なガイダンス
が必要になるという点が重要なポイントだった
ということです。これは，結局のところ，冒頭
に申し上げましたが，経済はグローバル，課税
はローカルということで，経済がグローバルな
のに，課税権は国によっているということです。
そうすると，各国の制度の無数の組み合わせの
中でミスマッチが起きてくるということです。
そのミスマッチを１つ１つ塞いでいくというの
は重要ですけれども，非常に困難な作業である
ということだろうと思います。

〔行動３ 外国子会社合算税制の強化〕（資料
２１～２２）
行動３は資料２１からですが，外国子会社合算

税制，いわゆるCFC税制です。これは非常に
大きな制度です。従って，いろいろなインプリ
ケーションがあり，CFC税制，外国子会社合
算税制は自分の国より相対的に軽課税の外国子
会社を利用する租税回避を防止するという制度
ですけれども，ここで言う租税回避というのは
何なのかというところは実は各国の税体系によ
って少しずつ見え方が違ってきております。
例えばアメリカのように外国子会社配当につ

いて益金不算入をまだ取っていない完全に全世
界所得課税を取っている国にとっては，外国子
会社に留保されている所得というのは課税繰延
であるということになります。従って，CFC
税制は課税繰延べを抑制するための制度である
と見えますし，日本やイギリスのように外国子
会社配当について益金不算入を導入した国にと
ってみると，本来自分の国に発生しているはず
の所得が軽課税国の外国子会社に発生している
ということで，本来自分のところにあるはずの
所得が外についているということを防止する，
いわゆるコアなBEPS対抗策と見えます。こ
のように，いろいろな各国制度の成り立ちによ
って見え方が変わってくる制度です。というこ
とを背景にしまして，BEPS対策として捉える

か，より広い視点で捉えるかというところが最
終的に共通化することも難しいし，その必要も
ないということで，決め打ちの形でCFC税制
はこういう税制であるべきという形の勧告には
なっておりません。
もう１つ指摘したいのは，BEPS対抗策とし

て見ても，CFC税制というのは他のBEPS対
抗措置，例えば利子の控除制限とか，移転価格
税制とか，いろいろなBEPS対抗措置があり
得ますけれども，こういうもののバックストッ
プとして最後に合算するという位置付けがあり
ます。したがって，全体として見たときに個別
のBEPS対抗措置をどれだけ強くするのかと
いうこととCFC税制をどれだけ強くするのか
というのは相互に関連した問題ですので，１つ
だけ取り出して，こういう制度がいいというこ
とは言い切れないということになっております。
こういう特徴がありまして，最終的に１つに決
め打ちにならなかったということもあります。
さらに，もう１点，若干技術的で恐縮ですけ

れども，外国合算税制の一番肝となる部分は合
算対象所得をどのように捉えるかという部分で
す。これにつきましては冒頭から申し上げてい
る能動的な所得は源泉地課税，それから，受動
的な所得は居住地課税ということを突き詰めて
いきますと，所得の性質によって合算するか，
しないかを決めるといういわゆる所得アプロー
チが基本です。レポートの中ではカテゴリーア
プローチと呼んでいますけれども，これが基本
という認識がBEPSプロジェクトの中で共有
されております。
他方で，この共有されている所得アプローチ

というものを勧告するか議論した際に，もう１
つ実はアプローチがあり得るのではないかとい
うことで，超過利潤アプローチという全く新し
い発想のアプローチが提案されました。この超
過利潤アプローチと申しますのは，合算対象と
なる外国子会社が保有している事業用資産に着
目して，これだけの事業資産を持っているので
あれば，通常このくらいの所得は稼得できるだ
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ろうという通常所得というものを観念いたしま
して，それを超過して発生している部分があれ
ば，その超過分は実はその子会社が通常稼得で
きないような所得ですから，超過している部分
は本来その子会社に発生するはずのない所得で
あり，ということは，結局，親会社に発生して
いるはずだった所得と考えまして，これを親会
社の所得と見なして合算をしようというもので
す。
これは，今の説明を聞いただけでおわかりい

ただけると思いますが，非常に大胆なアプロー
チではありますけれども，一定の経済学的な合
理性はありますし，もう１つの特徴として大胆
で乱暴であるが故に非常に簡素であるというこ
ともあります。所得アプローチは理屈としては
BEPSプロジェクトに一番親和的であるけれど
も，制度が複雑化しやすい。一方で，全く新し
い大胆な超過利潤アプローチは大胆であるけれ
ども，簡素であるということです。どちらにす
るかという議論を積み重ねまして，結局，
CFC税制そのものが，冒頭から申し上げます
ように，各国の制度によっていろいろな仕組み
方がある，見方があるという制度ですので，そ
れも踏まえて，各国がそれぞれの判断で選べば
いいではないかということになっております。

〔行動４ 利子控除制限ルール〕（資料２３～２５）
行動４は資料２３からですが，利子控除制限

ルールです。多国籍企業がBEPSを行うとい
った場合に最も単純な方法は何かといいますと，
当然ですけれども，損金算入される支払いを利
用するというのが一番単純です。中でもグルー
プ企業間であれば，人為的な操作が最も簡単な
のが利払いということで，各国とも非常に注目
して議論したものです。
当然ですけれども，不自然に高い利率で利子

を払えば移転価格税制でも捕捉されます。他方
で，通常の利率で利率自体は問題がないという
借入れを額だけ大量に増やすという不要な量の
借入れを行うというものについてどうやって抑

制するかということなのですが，これは突き詰
めて言えば必要な量の借入れはどれだけなのか
ということを決めることになりますので，非常
に難しい問題になってきます。
通常であれば，グループ間でなく，第三者借

入れが絡んでいれば，事業活動に不要な借入れ
というのはコスト要因になりますので，当然無
駄なものは借りないということになりますけれ
ども，グループ間ですとまさに利益を圧縮して，
所得をグループ間で移転するために利子を使う
ということがあり得ますので，適正な量を決め
るメルクマールがなかなかないということです。
従来過大な量の借入れをするのを抑制する制

度としては資本と借入れのバランスを見る形で
過少資本税制という制度があり，これは引き続
き一定の役割があるわけですけれども，資本自
体も実はグループ間であれば簡単に操作可能で
す。これは行動８以降でもう一度出てきますが，
資本自体も操作可能であるという批判が出てき
ておりまして，このためにより操作が難しいだ
ろうというものを探した結果，やはり所得を使
うのがいいだろうということになりました。所
得であれば，人為的になかなか操作しにくいと
いうことで，現在日本にも過大支払利子税制と
いうのがありますけれども，それと同じような
発想で，支払利子の対所得比率を基準に制限を
加えてはどうかという議論になりました。
この中で，本当に事業活動に必要な借入れか

どうかを見る判断としましては，本来所得移転
する可能性のない第三者からの借入れかどうか
を見極めるのが最適ですので，企業グループ全
体を１つの固まりと見まして，企業グループ全
体が第三者からどれだけ借り入れているかとい
うグループ全体の第三者借入比率を見て，そこ
を上限にしてはどうかという議論もなされまし
た。
一方で，これは理論的には非常に美しいすっ

きりとした考え方ではありますけれども，個別
の企業についての利払いの控除制限を考えた場
合に，その個別の企業を見ているのに，世界中
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に広がっているグループ企業全体の第三者借入
れの量を見て，それをその企業に割り振らなけ
ればいけないという現実の執行上の問題が指摘
されまして，このグループ全体の比率を見ると
いうものはオプションとしては使えるけれども，
メインのルールとしてはなかなか難しいという
ことになりました。最終的には，利払いの対所
得比率というものを一定の固定比率を上回って
いるか，上回っていないかというところで見る
という形に議論が収斂しました。
他方で，この一定の固定比率をどこに置くか

というのは，当然セクターによっても違います
し，各国の経済状況，市場状況，それから，金
融規制の状況，いろいろなものによってどのく
らいの水準が適切かというのが変わってきます。
そこで，ある程度のレンジの中にこの基準値を
収めるということにしようということで，これ
以上の詳細は申し上げられませんが，一定のレ
ンジの中に収めた形で各国が固定比率を決めて
これを基準にする控除制限ルールという形にな
っております。

〔行動５ 有害税制への対抗〕（資料２６～２８）
行動５は大きく２つのパートがありまして，

実質性に関する議論と透明性に関する議論です。
この実質性の部分だけ第１部でお話をして，透
明性については第２部でお話ししたいと思いま
す。
実質性の基準は，結局，何を議論したかと申

しますと，いわゆるパテントボックスと言われ
ているような，特許等の知的財産から得られる
所得に対して，通常の法人税よりも低い税率を
適用するという制度があります。日本にはない
ですけれども，欧米にはよく見られる制度です
が，こういう優遇税制を入れた場合にこれが他
国の税源を奪っているかどうかというのを見て，
他国の税源を奪っていれば有害であるというこ
とです。
冒頭に申し上げましたが，価値創造の場所で

課税するという原則を貫きますと，価値創造を

しているところに課税所得が認識されていれば
有害ではない，逆にそうでないところで認識さ
れると有害だということです。結局のところ，
実質性基準というのは，どれだけ価値創造に自
分が主体的に参加したかということです。研究
開発の段階から自分が参加していれば，そこか
ら上がってくる所得については優遇しても問題
はありません。参加していない外国で開発され
た知的財産について所得が上がる段階だけ優遇
すると，これは他国の税源を奪って有害なもの
になりますという整理をいたしました。

�４ 国際基準の効果の回復
行動６以降が冒頭で「国際基準の効果の回

復」ということでまとめたものです。OECD
のモデル租税条約とか，移転価格ガイドライン
といった国際的なルールというものがあります
が，これについて幾つか現在の経済状況，ビジ
ネスモデルに合っていないというものが指摘さ
れましたので，それに対応したものです。

〔行動６ 租税条約の濫用防止〕（資料２９～３０）
行動６は条約濫用の防止です。租税条約は基

本的に源泉地国の課税をお互いに制限し合うと
いう条約ですので，BEPSを行うタックスプラ
ンニングで悪用されるリスクが高いということ
です。いったん悪用されると，例えば人口に膾
炙したダブルアイリッシュ・アンド・ダッチサ
ンドイッチというスキームがありますけれども，
これもダッチサンドイッチの部分が条約の濫用
になっておりますが，これに見られますように，
締約国ではない国の税源も奪うとことにもつな
がります。このようにBEPSにも利用され，
悪影響がどんどん世界的に波及するということ
で，そういう穴を作ると世界中が迷惑をするの
で，租税条約には必ず濫用防止規定を入れるこ
とにしましょうということです。自分の税源な
んか奪われても構わないから安くしたいのだと
いうのは駄目で，世界中にミニマムスタンダー
ドとして必ず防止規定を入れてくださいという
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ことで，濫用防止規定を議論いたしました。
具体的には LOBと呼ばれている特典制限条

項と PPTと呼ばれている主要目的テストで，
これをいずれか，もしくは組み合わせて入れる
ということです。ごく簡単に申し上げますと
LOB，特典制限条項は特典を受ける適格者を
規定するもので，PPT，主要目的テストは特
典を得ることを主要目的とする場合に特典を否
定するという目的規定になっております。日本
は LOBと PPTをうまく組み合わせて，複雑
になりがちな LOBをなるべく簡素化しながら，
全体として効果的に条約濫用に対応できるよう
な方法を提案してきておりまして，これが
LOBと PPTを組み合わせたオプションに反映
されてきております。これが行動６です。

〔行動７ 恒久的施設（PE）認定の人為的回
避の防止〕（資料３１）
行動７は PE認定の人為的回避です。「PEな

ければ課税なし」とよく言われますけれども，
この PEなければ課税なしの原則は国内で事業
が行われていると言えるかどうかを判断するメ
ルクマールです。実質的に国内で事業を行って
いるにもかかわらず，人為的に PE認定を回避
するということになりますと，事業の場所で課
税という原則が歪められて，そうするとBEPS
にも利用されるということで，人為的に PEの
認定を回避するものをなくそうということで議
論をしてきました。
典型的な例として２つご紹介させていただき

ますが，１つ目はいわゆるコミッショネア契約
です。いわゆる代理人 PEという PEのカテゴ
リがありますが，代理人 PEとの契約をコミッ
ショネア契約というものに差し替えることで，
国内で果たしている PEとしての機能には全く
実質的に変更を加えない形で PE認定を免れる
ということです。従って，事業所得課税も免れ
るというケースが指摘されておりましたので，
これを防止するためにコミッショネア契約等が
代理人 PEの定義の中に含まれるようにモデル

条約を改正いたします。
それから，もう１つの例として，これはなか

なか言い方が難しいのですが，事業の根幹をな
す倉庫などの問題です。この背景としましては，
事業にとって準備的・補助的な役割をするだけ
の場所等についてはそこでの活動が企業の本質
的な活動ではないということで，PEを構成し
ないというのが原則です。その中でも倉庫とか，
情報収集の場所とか，いろいろありますが，倉
庫等については確実に準備的・補助的であろう
という理解で，常に PEに該当しないという
ルールを今まで持っておりました。他方で，現
在はご承知のようにオンライン販売のための多
機能倉庫のように，それ自体が事業の本質的な
部分を構成しているといった倉庫もありますの
で，準備的・補助的でないものについては PE
と認定できるようにモデル条約の規定を変更い
たしました。

〔行動８ 無形資産取引に関連する移転価格
ルール〕（資料３２）
最後は重要なところで，行動８から１０の移転

価格税制の問題ですが，何点かかいつまんでご
紹介させていただきます。移転価格税制は，独
立企業間原則の下で多国籍企業の所得について
事業を行っている国々の間で適切に配分すると
いう役割をしています。この適切な配分という
のをどう捉えるかというところで，BEPSリス
クの高い取引として無形資産の問題，それから，
過剰な資本の配分の問題，契約上のリスクの問
題というのが議論されてきました。
まず無形資産の問題ですが，重要な何点かが

確認され，クラリファイされました。まず，法
的な所有権を持っているだけであるとか，無形
資産の形成等のために資金提供をしたというだ
けでは，無形資産を活用して得られる収益の分
配を得られないということが明確化されました。
これによって，実際には無形資産を使って活動
しているわけではないけれども，形式的に所有
権を持っているとか，資金提供をしているとい
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うだけの理由で過大に収益が分配されていると
いう形のBEPSを防止することができるよう
になったということです。
もう１つ大きな話としましては，取引時点で

価格付けが困難な無形資産については，全てと
いうわけではないですが一定の無形資産につい
ては，移転時の価格の基礎となった将来収益の
想定と実際に発生した収益とが一定程度以上乖
離した場合には，その実現した利益を基に移転
時の価格を見直すというものです。アメリカの
制度にならって所得相応性基準と呼ばれている
ものですけれども，これの導入がBEPSプロ
ジェクトとして勧告されるということになりま
した。もちろん皆さんが危惧されていますよう
に事後的な情報を使う課税というのは禁じ手で
はあるのですけれども，無形資産移転の当事者
が移転時に知り得たはずである等の事情があれ
ば，情報の非対称性を緩和してBEPSに有効
に対抗するという措置として許容されるだろう
という議論になりまして，勧告に至ったという
ものです。

〔行動９ リスクと資本にかかる移転価格ルー
ル〕（資料３３）
移転価格税制において契約上の条件をどう捉

えるかというのが重要な問題なのですが，ここ
でも幾つか重要な明確化が行われました。まず
契約と実際の行動が異なる場合に，実際の行動
を基準として移転価格税制を適用することが再
確認されました。
それから，実際の行動が商業合理性を欠く場

合です。この商業合理性をどう判定するかとい
うのは難しい問題なのですが，商業合理性を欠
く場合にはこれに基づいて適正価格を探しても，
独立企業間価格を探しても意味がないので，契
約に基づいた行動であっても，商業合理性を欠
いていれば移転価格税制の適用上は取引を認識
しないということが確認されました。
そして，最後になりますが，契約上のリスク

負担があった場合とか，帳簿上の資本を有する

場合，これは欧米では俗にCash Box と言われ
ていますけれども，こういうものについては，
契約上はリスク負担をしているように見えたり
とか，帳簿上資本があったりするように見えた
としても，実際にこれらを活用するだけの能力
等が伴っていなければ，リスクや資本に応じた
所得の配分はしないということが確認されまし
た。ただし，基本的にはそういう純粋なCash
Box には収益は分配しないのですが，資本があ
る場合には，能力はなくても，機能がなくても，
預金利子ぐらいは稼げますので，リスク・フ
リー・リターンぐらいは配分を認めます。けれ
ども，それ以上の配分はしないということが確
認されました。それが重要な確認事項です。

〔行動１０ 他の租税回避の可能性の高い取引に
係る移転価格ルール〕（資料３４）
行動１０のところで幾つか細かいところが確認

されていますが，割愛させていただきます。私
からは以上です。

―――――――――――――――――――――
（渡辺） 緒方さん，どうもありがとうござい
ました。大量の情報，最新の情報を要領よくま
とめていただきましてありがとうございました。
本当はもっとたくさんの時間があれば，さらに
詳しく伺えるのかなとも思いますが，取りあえ
ずここでご説明を終わりにさせていただいて，
パネラーの方から順次ご意見，ご質問をちょう
だいしたいと思います。
最初に青山さんからお願いいたします。

―――――――――――――――――――――
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Ⅱ．行動計画１～行動計画１０に関
する意見

（青山） ただ今は大変詳しいBEPSの現状
についてのご報告をありがとうございました。
今回のBEPSプロジェクトは厳しいスケジ
ュールの下で行われた包括的な国際課税ルール
の検討であったわけですけれども，私自身は２１
世紀政策研究所で企業の方々と項目ごとに公開
されたアウトプットについて検討した中で次の
２点の有意義さを感じております。
１つは，従来先進国対途上国というフレーム

で二元的に国際課税のルールが議論されてきた
のが，今回のBEPSプロジェクトの下でグ
ローバル経済への対応の観点から新興国を含め
たG２０ベースでの議論に拡大しました。すなわ
ち一元化への道筋が付けられたということです。
それから，ビジネスとの丁寧なコンサルテーシ
ョンが今回は行われて，BEPS対応が健全な企
業活動をシュリンクさせないよう，比例原則に
即した措置を求めるというビジネスの声が一定
程度反映されたことです。
いずれにしても，先ほどご説明のありました

ように，タイトなスケジュールの中で大きな成
果を生み出す原動力となっております浅川議長
がリーダーシップを取るOECD租税委員会と
その中心メンバーとして日本を代表して議論に
参加された緒方さんをはじめとした財務省関係
者の方々のご努力にまず敬意を表したいと思い
ます。

〔BEPSプロジェクトの今後の見通しについ
て〕
では，私のコメントをBEPSの総論関係と

各論に分けて申し上げさせていただきます。総
論のところは２つに分けまして，１つはBEPS
プロジェクトの今後の見通しについてです。直
前の討議文書段階で拝見しますと，外形的には
当初予定どおり１５の行動項目について検討を行

い，順調な進行状況であるかのように見えます
けれども，中身を個別に見ますと，先ほどのご
説明にもありましたように，電子商取引の所得
課税は総論の検討にとどまっている。或いは
CFC税制のベストプラクティスの提示にとど
まり，勧告が一本化されていない。それから，
条約濫用対策等についても LOBと PPTを組
み合わせた複数のオプション提示となっている
こと，さらには移転価格の PS法の詰めの議論
などが残されているなど，そして，これはちょ
っと重要だと思いますが，PEの議論と併せて，
その PEを適用する際のAOA（帰属主義）に
ついての共通解釈のガイダンスが先送りされて
しまっているというところなど，集約された最
終勧告に至らない項目が散見されているところ
です。また，処方箋の効率的な実施に必要とさ
れる多国間協定の企画立案が，これは次のテー
マに関係しますけれども，米国の参加なしに開
始される状況にあると聞いています。
先ほど間もなく公開される最終報告書の動向

を緒方さんから詳しく説明を伺いましたけれど
も，念のために次の点について確認させていた
だきたいと思います。１点目は，ちょっと図々
しいお願いになりますけれども，最終報告書の
１５項目を，１番目は各国が勧告を受け，国内法，
条約改正に個別対応できる段階に至っている項
目，２番目に，さらなる検討や絞込みが必要で
あって，現段階では各国の個別対応は見込めな
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い項目に大きく分けると，どのように区別され
るでしょうかというのが１点目です。

〔米国と欧州の間の立場の違いについて〕
２つ目が，OECD/G２０における処方箋枠組

みがこれから財務大臣会議やサミットに報告さ
れると聞いておりますけれども，主要国の政治
的コミットメントに揺らぎはないでしょうか。
実は英国が迂回利益税という国内法でのBEPS
対応措置を先行して取ったという事態がありま
して，これについての評価，批判といったもの
が出ているように思います。この点，米国と欧
州の間の立場の違いの顕在化が懸念されるわけ
ですけれども，いかがかということです。
ちなみに英国が導入した迂回利益税は，英国

の利益が英国で申告されないで，海外に迂回さ
れている場合には，外国法人が PEの認定を回
避した形で迂回する場合と内国法人が経済実質
のない取引を利用して利益を迂回させるという
２つのケースに区分して，英国はこれを法人税
率よりも高い税率で課税し，しかも法人税の税
制の枠外であるというふうな説明をしていると
聞いております。そういったユニラテラル，１
国限りの独自の動きがBEPSプロジェクトの
途中に発生したことについて政治的コミットメ
ントに揺らぎはないかということを確認させて
いただきたいと思います。

〔二重課税リスクについて〕
３点目が，PE帰属所得の算定方法に見られ

ますように，OECDモデルと国連モデルのス
タンスの相違が残存する中では，BEPSの処方
箋がもたらす源泉地国課税の強化が解決困難な
二重課税リスクを増幅するのではないかという
懸念がビジネスで根強くあります。最終報告書
はこのような懸念に対して適切な配慮が払われ
ているかどうかということを確認させていただ
きたいと思います。

〔BEPS提言の国内法と条約への反映につい
て〕
次はBEPS提言の国内法，そして，条約へ

の反映についてです。今のご報告の中で，ご説
明を頂いたわけですけれども，全体としてわが
国は国内法，条約の改正にどのようなスタンス
で取り組むのでしょうか。すなわちこれからの
改正のタイミング，さらには複数のオプション
が提示された状況の下で政策選択をどのような
ポジションで行うのか。すなわち勧告の中の最
低限の義務を果たせばいいというスタンスで臨
むのか，積極的に最適オプションを選択して取
り込んでいくのかという点です。

〔実質性のテーマについて〕
次にBEPSの各論について，少しコメント

させていただきます。１番目は先ほどおっしゃ
った価値創造が行われている場所で所得を計上
することを保証する実質性のテーマについてで
す。移転価格の中で気になりますのは，まず無
形資産に注目した解決策としてDCF（Dis-
counted Cash Flow）法を評価困難な無形
資産について適用しよう。そして，その中でも
評価困難度の高いものについて所得相応性基準
の担保をするということがうたわれております
けれども，この点はビジネスの予測可能性が阻
害され，執行当局の裁量の幅が広がるのではな
いかという懸念があります。
その意味ではこの所得相応性基準についてラ

ストリゾートとしての位置付けを明確にすると
ともに，どのような状況の下でのみ利用が可能
なのかについてより具体的なガイダンスが求め
られるのではないかと思います。厳格な位置付
けと例外的な執行枠組みを詳細に事前開示する
所得相応性基準がもしできるとすれば，いわゆ
る伝家の宝刀の機能を果たすことで移転価格税
制の中における存在意義が高まるかもしれない
と考えます。
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〔PEの認定について〕
次に PEの認定です。先ほどご説明のあった

準備的・補助的業務の位置付けのところで，準
備的・補助的業務としてリストアップされたモ
デル条約５条４項について，何が準備的・補助
的かということについて，投網方式になったの
で，全て個別に検証していくということになり
ますけれども，この点は業種別に新しい機能が
誕生するたびに個々の事業者ごとに判断する必
要が出てくるという意味で予測可能性が大いに
問題になると思います。
日本企業は特に海外の製造機能の近くに立地

するVMI（Vendor Managed Inventory）倉庫
のような活用を多くしているわけです。今回の
BEPSの案の下ではこういったものは対象にな
らない，大規模倉庫という概念には入らないと
考えますけれども，この点は的確なガイダンス
がないと各国における恣意的な拡大解釈という
ものの恐れがあるのではないかと思います。

〔CFCルールについて〕
最後にCFCルールについてです。先ほどご

説明がありました経済理論的に非常に魅力的な
超過利得アプローチがカテゴリーアプローチと
並んで提起されております。私自身は，この超
過利得アプローチは法人税のそもそもの在り方，
法人の課税対象を何にするのかという議論とも，
マーリーズ・レビューなんかを見ていますと，
関連しているところもあると思います。ただ，
もしこれを実施するとすると，これを経験した
国は現在のところまだないわけですので，今ま
でのカテゴリーアプローチと並んでベストプラ
クティスの１つのオプションに取り上げる段階
に来ているほどのアイデアなのかどうかという
ことについて疑問を覚えるところですが，いか
がでしょうか。以上です。

―――――――――――――――――――――
（渡辺） 青山さん，どうもありがとうござい
ました。それでは，次に合間さん，どうぞよろ

しくお願いいたします。
―――――――――――――――――――――

（合間） 新日鐵住金㈱の合間でございます。
よろしくお願いいたします。緒方さんから非常
に詳細にご説明いただきました。また，青山さ
んからも御発言がありましたけれども，ビジネ
ス界の意見を踏まえて交渉してきていただいて
いるということに，深く感謝しております。一
方で，日本の企業に身を置く立場からすると，
最終報告がもうそろそろ出されるという中で，
弱音を吐く最後のチャンスと思いながら，この
場に座らせていただいております。

〔BEPS対応について〕
今日のご説明の中では言及されませんでした

が，資料１１を拝見して，「これが今回のBEPS
対応なのだな」とあらためて認識したところで
す。包括的アプローチと記載されていますが，
左下の関連会社X社，Cash Box と呼ばれるよ
うな会社に対して，これだけ網羅的な対応が検
討されているということです。グループの中に，
これに該当する，あるいは，該当する可能性の
あるスキームを抱える企業においては，これら
の全ての対応を求められるということになりま
すと，やはり非常に大変なことであると感じて
おります。二重課税の回避も含め，実際に，こ
れらの仕組みがうまく回るのかという不安もあ
ります。
その意味で，青山さんから「日本での国内法

改正への反映については，どのようなスタンス
で」という質問がございましたけれども，私は，
執行においてどのようなことが想定されている
のかについて，お考えをお聞かせいただければ
と思います。幾度となく言及していただいてい
ますが，日本企業の多くは，アグレッシブな租
税回避行為から距離を置いていると理解してい
ただいておりますし，事実そうであると考えて
おります。その中で，今回，コンプライアンス
として，法律レベルでの対応を取るということ
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について，執行上，何か変化が生じるのかとい
う点を疑問に思っているということです。
第一に，日本の企業の多くは，日本の税務当

局と非常に良好な関係を築いてきていると考え
ております。さらに最近は税務コンプライアン
スという方向性の下で，その状態が評価されて
いる中で，今後の法律改正によって，問題とさ
れている状況から遠い日本企業に対する日本で
の執行はどうなるのかというところをお聞かせ
願いたいということです。
第二に，やはり海外です。海外でも並行して

同じように，しかし，やはり少々，異なる法律
改正が行われていくことになりますと，各国の
グループ会社に対する執行がどのようになって
いくのかということも非常に心配しているとこ
ろで，それが国際的な共通認識の下でどのよう
な方向に進んでいくと想定されているのか。そ
ういったところをお伺いできればと思っており
ます。

〔「企業の意図」について〕
次にお伺いしたいのは，非常に抽象的な議論

になってしまいますけれども，今回の整理の中
で，「企業の意図」というものがどのように考
えられているのかという点です。そもそも
BEPSは，一部の企業の意図的な租税回避であ
り，その対応策が練られてきたと理解しており
ますが，必ずしも，今回の整理の中で，それが

明確になっていないように感じられます。

〔グループとしての情報収集について〕
実務的には，今回のBEPSプロジェクトに

関する様々な整理の中で，親会社は，グループ
企業がどのようなことを行っているのかという
ことについて，須らく全てを知っているという
ことが前提になっているのではないかと危惧し
ているところでした。
日本の企業の多くは，租税回避を意図してい

ないということから，今回の御対応に対して違
和感を持っていたことはご理解いただけるとこ
ろだと思いますが，同時に，グループ企業の活
動について，税務上耐えられるような一次情報
を直接把握しつつ対応するという点についても，
危惧しています。具体的には，経営管理手法の
見直しや，コンピューターシステムの対応等も
含めて，実務的，また，物理的に時間がかかり
ますし，経営思想そのものの見直しということ
になりますと，相当の時間がかかることになる
と思っております。そのあたりは，実際の執行
に当たって十分にご配慮いただきたいという思
いがありますし，具体的なガイドラインも含め
て，引き続き前広かつ詳細な情報提供をお願い
したいと思います。

〔立地競争力としての税制の重要性について〕
それから，付け加えて申し上げさせていただ

きますが，今回の対策によって，事業を行う国
において，その国の税制で課税されるという
ルールが徹底されることになりますので，各国
の税制が，直接的にその国の立地競争力を規定
することになろうかと考えます。したがって，
現在，いろいろと要望させていただいている日
本の税制改正についても，日本国の国際競争力
の観点から，引き続き前向きにご検討いただき
たいということです。以上です。
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―――――――――――――――――――――
（渡辺） 合間さん，どうもありがとうござい
ました。それでは，吉村さん，どうぞよろしく
お願いいたします。
―――――――――――――――――――――

〔プロジェクトの枠組みについて〕
（吉村） それでは，私からは初めに総論的な
コメントを申し上げたいと思います。まず，プ
ロジェクトの枠組みについてです。今回のプロ
ジェクトではOECDのみならず，G２０も含め
た枠組みとして議論が行われました。従来，国
際課税のルールをグローバルに議論する際には，
OECDがメインプレーヤーとしての地位を事
実上独占していたわけですが，その独占に穴が
開いたと評価することもできるかもしれません。
これは現在，又は将来においてBRICs 諸国が
どういう影響を既存の国際秩序に及ぼしていく
かということを考える上で示唆的ではなかった
かと思います。
ただ，他の代替的なフォーラムとの関係で考

えると，国連の税に関する専門家委員会の格上
げが，米英などの反対により頓挫した旨の報道
もありました。先ほど青山さんから一元化への
道筋がつけられたというような評価もありまし
たが，実効性があるルールメーキングの主体と
して，OECDが中心的な役割を果たしていく
という点は今後しばらく変わらないということ
は言えるのかと思います。

〔BEPSプロジェクトに参加した各国の利害対
立について〕
２点目は，BEPSプロジェクトに参加した各

国の利害対立についてです。そもそもBEPS
プロジェクトが開始されるに当たっては，アメ
リカ系の IT企業による租税回避が盛んに報道
されておりましたけれども，これに対抗する以
上，OECD内部でも利害対立がある問題に手
を付けることになります。さらにG２０の国々も
その議論に参加するわけですから，非常に利害

対立が複雑になるということが予想されていた
わけです。今回その利害対立を乗り越えて一定
の結論が出されたということで，非常に喜ばし
いのですけれども，一方で，今後その成果がど
のように実現されていくかということが課題で
あろうと思います。この点は青山さん，合間さ
んの方からご指摘があったところですけれども，
各国の実施状況というのをどのようにモニタリ
ングしていくか，また一部の国が一方的な措置
を導入した場合にどのようにそれをBEPSプ
ロジェクトの枠内に抑えていくか。これが課題
になるかと思います。
また，後にご紹介があると思いますけれども，

行動１１としてBEPSの分析が行われます。将
来においてこのBEPSプロジェクトがどのよ
うに機能したのか，また，その結果として
BEPSが目標通りに抑制されたのかということ
が分析され，再びこのBEPSの枠組みが立ち
上がる可能性があるのかといったことも，関心
を持っているところです。

〔移転価格税制について〕
その上で個別の行動についてコメントと質問

を申し上げたいと思います。まずは移転価格税
制についてです。今回のBEPSプロジェクト
におきましては「価値創造」というのが１つの
キーワードとして用いられました。移転価格税
制においても価値創造の場と所得計上の場を合
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致させるということが強調されて，さまざまな
提案がなされております。伝統的に移転価格税
制を適用するに当たっては機能・リスクの分析
が重要であり，各当事者が担っている機能・リ
スクに応じた所得配分を行うという枠組みが提
示されていたかと思います。このような機能・
リスク分析の枠組みと今回の価値創造という
キーワードとがどのような関係にあるのかとい
う点が学問的には興味深いところです。
先ほどの緒方さんのご説明の中においては無

形資産の生成から利用といったプロセスを例に
出されて，各時点の静的な分析にとどまらず，
ビジネスのダイナミックな動きというものにも
目を配っていくのだということが示されていた
ように思いますけれども，実際の議論において
は途上国を中心として，例えば販売市場の特性
であるとか，或いはその現地の労働市場の貢献
といったものを価値創造の中に取り込むべきだ
といった議論があったと報じられていました１。
価値創造がキーワードになったことによって移
転価格税制の在り方に変化があり得るのかとい
った点を疑問に思っておりますので，もし先ほ
どのご説明に付け加えるところがありましたら
補足を頂ければと思います。
また，移転価格税制につきましては「特別措

置」について検討が行われることが当初予定さ
れておりました。特に討議草案におきましては，
幾つかの特別措置のオプションが提示されて，
人々の注目を集めたと認識しております。しか
しながら，伝えられるところによりますと，最
終の報告書においては独立企業原則を超えるよ
うな特別措置は導入されないということです。
すなわち独立企業原則が移転価格税制における
原則であるという点は維持されたということに
なるかと思います。この独立企業原則が維持さ
れたという点が各国の積極的な支持によるもの

か，それとも，結局は他に参加国が同意するよ
うな指標は見いだすことができなかったという
消極的な支持にとどまるのかといった点につい
て，もし可能であれば，議論の様子等をお教え
いただければと思います。

〔CFC税制について〕
第２はCFC税制についてです。討議草案段

階におきましては，BEPSプロジェクトに参加
している国の中に全世界所得課税主義を取って
いる国と国外所得免税主義を取っている国が存
在するということを前提とした上で，そのよう
な違いがありながらも，BEPS対応のためには
外－外の所得移転を対象として含むような
CFC税制が必要だということがうたわれてい
たかと思います。
今回，最終的な報告書が出されて，わが国で

も外国子会社合算税制の見直しが行われるとな
っています。外国子会社合算税制につきまして
は，そもそもわが国が外国子会社配当益金不算
入制度に移行した後にどのように位置付けられ
るべきかという観点から議論があったところで
す。今回の見直しにおきましては，そういった
従来からのわが国の制度内での整合性といった
観点とともに，各国の公平な競争条件といった
観点からも議論が行われると予想されるところ
でありますけれども，今後の日本のCFC税制
の見直しに当たってどのような視点が強調され
るのかをお伺いできればと思います。

〔利子等の損金算入制限について〕
また，第３に利子等の損金算入制限について

です。デット・プッシュ・ダウン等を念頭に置
いたものと思いますが，討議草案では外部者へ
の支払いも含めた利払いの損金算入制限という
問題意識が提示されていたかと思います。デッ

１ ’ValueCreation’UnderstandingKey to TransferPricing’sFuture，２０１５TNT１４２―４（JULY２３，２０１５）．
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ト・プッシュ・ダウンとして，M&Aをきっか
けとして被買収企業に過大な外部借り入れを負
担させ，その結果として過大な利子の損金算入
を行うといったスキームが問題視されており，
主にヨーロッパを中心に包括的な利子の損金算
入制限の規定という方向で議論が進んでいる状
況にあるかと思います。これに対して日本の税
制はもっぱら関連者間の負債及び利子の支払い
を対象とした損金算入の制限ということになっ
ております。
そこで，質問としましては，日本の制度は関

連者間取引を対象としたものであるわけですが，
こうした現在の枠組みはBEPSの最終報告を
受けた見直しの中で維持されるのか，それとも，
外部者，すなわち第三者に対する利払いをも規
制する方向で議論が進んでいくのかといった点
についてお尋ねできればと思います。

〔制度相互間の議論について〕
最後に，こうした制度相互間の関係について

は，ある面では規制を強化すれば，他方で規制
が不要となる面も出てくるといったように，制
度相互の補完性があるものと思います。BEPS
の最終報告を受けて，日本でも見直しの議論が
進んでいくかと思いますけれども，そういった
制度間の相互関係等に配慮した慎重な議論が行
われれば望ましいと考えております。以上です。

―――――――――――――――――――――
（渡辺） 吉村さん，どうもありがとうござい
ました。それでは，緒方さんの方から，ただ今
のお三方からの質問，意見についてのお答えを
お願いしたいと思います。よろしくお願いいた
します。
―――――――――――――――――――――

（緒方） ありがとうございます。では，かい
つまんでお答えさせていただければと思います。

〔制度化の色分け〕
青山さんから幾つか頂きました冒頭のご質問

は，現段階で制度化できるもの，できないもの
をどう色分けできるかということですが，資料
１０に行動の一覧が出ております。各行動の横に，
矢印で今後の対応をごく簡単に書かせていただ
いております。基本的には行動１のブロックは
今のところやれることはやったし，やれない部
分は引き続き検討になっているということです。
�２でくくってあります行動２から５の部分に

ついては，適宜国内の状況を見ながら法制化を
考えていく段階，そういう意味では各国とも法
制化できる段階の勧告になっているものです。
�３のところについては条約にぶら下がっている
ものですから，条約の改正，コメンタリーの改
正に若干の時間がかかりますけれども，これは
適宜進めていくということになっています。こ
の辺が実体規定のものですが，右側の方は法制
化になじむもの，なじまないものがありますけ
れども，基本的に行動１２とか，行動１３について
は各国で法制化しようと思えば法制化できる段
階です。特に行動１３については法制の実施ガイ
ダンスまで出ていますので，その段階まで至っ
ているものということになっております。

〔残された課題〕
ただ，青山さんの恐らくご関心としましては，

その中で決まっていないところ，先送りされて
いるものもあるだろうということと思います。
全部はなかなか申し上げられませんが，一部だ
けご紹介させていただきます。
顕著なところでは，ご指摘がありましたよう

に，電子経済のところにつきましては直接税の
広範な課税の問題，BEPSを超える問題につき
ましては今後も引き続き状況を見ながら検討を
していくこととなりました。
利子につきましては先ほど簡単にグループ比

率のご紹介をさせていただきましたが，このグ
ループ比率がオプションとして残っていますけ
れども，これにつきましては各国とも実際に制
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度化した経験がありませんので，オプションで
はありながら，入れる国のためにガイダンスを
これから作るということになっております。
行動６につきましてはミニマム・スタンダー

ドに幾つかのオプションがありまして，先ほど
日本は LOBと PPTの組み合わせを選好して
いると申し上げましたが，この LOBにつきま
しても実際に細かいコメンタリーを作っていこ
うということになっておりますので，引き続き
作業が行われると考えております。
最重要とおっしゃられた，PEの規定が若干

変わりましたことを受けてそれについての帰属
所得はどうなるのかということなのですが，
PE帰属所得についての検討は今後行うという
結論になりました。若干，その背景を補足させ
ていただきますと，確かに，新しい PE概念を
入れたときに，それにどれだけ所得が帰属する
のかということを勘案して PEの定義を決める
べきであるという意見が強くて，これには一定
の合理性があると思っています。といいますの
は，結果的に PEを拡大してみても，帰属する
所得がほとんどないのであれば意味がないでは
ないかというご指摘だと思います。
議論の流れとしましては，PEはやはりネク

サスを見るメルクマールですので，原理的には
ネクサスがあるかどうかというメルクマールと
結果的にどれだけの所得が帰属するかという議
論は切り離すことも可能であるということです。
これが本当かどうかというのはいろいろ議論が
あったのですが，一応そういう前提に立って，
今回はネクサスの基準としての PEについて決
着をさせ，この帰属利得の問題，さらに言えば
AOAとの整合性については今後また詰めてい
くということになりました。
同様に，非常に重要な論点ではありますけれ

ども，プロフィットスプリット，移転価格の中
の利益分割の在り方とか，金融取引に対する移
転価格の適用の問題，この辺も重要な話になっ
てきますけれども，今後検討していくというこ
とになっております。この辺が残された課題と

いうことになっております。

〔各国の政治コミットメントについて〕
それから，各国の政治コミットメントに揺ら

ぎがないかというご質問を頂きましたが，公式
答弁は揺らぎはないということです。現時点で
最終的にBEPSプロジェクトの参加国が非常
に苦心をしましたのは，各国が取りこぼされる
ことがないように，みんなしっかりコミットし
ながらルールを作るということです。BEPSプ
ロジェクトは実施段階が重要という認識を各国
とも持っていますので，合意したけれど実施さ
れないルールを作っても仕方がないということ
です。実施してもらうためにはピアプレッシ
ャーをやりますけれども，実際にはコミットし
ているものしか実施されようがないですから，
しっかりとコミットメントをしてもらうという
ことです。政治コミットメントを確保しながら
できる範囲のルールメーキングをするというこ
とでやってきておりますので，その意味におい
てコミットメントは確保されているということ
です。
一方で，青山さんがイギリスの迂回利益税を

例にされてお話をされていましたが，迂回利益
税は青山さんがご説明されましたように，本来
イギリスに付くはずの所得が人為的に PEを回
避したり，実体のない移転価格的な取引を仕組
んだりすることで，イギリスに課税所得として
認識されなかったときにイギリスの所得として
課税しますという制度ですが，これはまさに
BEPSの議論そのものではないかと思います。
BEPSの議論そのものなのに，BEPSの結論

ではなく，BEPSの結論を待たずに独自に法制
化をしたということです。これには各方面から
批判があるところです。一方で，各国が国内税
制をやるのは自由と言えば自由ですので，これ
を強制的に止めることはできないわけですけれ
ども，協調行動をしていこうという枠組みを作
っているわけですから，協調行動をしていきま
しょうという話はピアプレッシャーの一環とし
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て言い続けているし，これからも言い続けてい
くということになると思います。

〔二重課税リスクについて〕
解決困難な二重課税リスクが出てくるのでは

ないか，それはBEPSでちゃんと手当をして
いるのかというご質問がありました。これは第
２部でもお話ししますが，まさに行動１４で議論
されてきた話です。結果，ご満足いただけるか
どうかはわかりませんが，できるところまでや
りました。これは後ほどまたまた触れさせてい
ただきたいと思います。

〔日本のアプローチについて〕
それから，日本がこれを国内法，条約で実施

していくためにどういうアプローチでやるかと
いうことですが，青山さんが冒頭にご紹介いた
だきましたように，浅川議長をかついで，われ
われも一生懸命参加してきたプロジェクトです
し，各国ともコミットメントを維持しながらや
ってきたという背景がありますので，基本的な
アプローチとしては全部実施するということで
やっていきます。
ただし，その前提におきまして，実施すると

言っても，各国の法体系もありますし，経済状
況もありますし，BEPSリスクも各国ごとに違
いますので，一律にとにかく全く同じことを各
国はやるべきだということにはならないですし，
日本としましても，日本の制度にはなじまない
けれど，取りあえず入れますという乱暴なこと
はもちろんしませんし，そこは状況に合わせて
適切なものを判断しながら，通常の税制改正の
プロセスの中で実施を議論させていただくとい
うことだろうと思います。

〔所得相応性基準について〕
所得相応性基準についてもご質問がありまし

た。ラストリゾートとして位置付けるべきです
とか，どういう状況で利用が可能になるのかと
いう具体的なガイダンスが必要でしょうという

ご指摘を頂きましたけれども，全くそのとおり
だと思っております。実際に法制化する，しな
いはこれから検討ということになりますけれど
も，OECDにおけるBEPSの議論の中でもこ
の問題意識は非常に強く認識されておりまして，
ちゃんと場面，対象を限るべきである，どうい
う状況のときに発動するのかをしっかりと限定
をするということです。それから，文書化等を
通じて納税者が事前にこれを予測できたもので
あったかどうかというものについてもしっかり
配慮した制度化をすべきという議論がされてき
ておりますので，日本もそういう議論に従って，
法制化をやる，やらないも含めて検討するとい
うことだろうと思います。

〔準備的・補助的要件について〕
PEにつきましても，準備的・補助的要件を

全体的にかけるというのはなかなか難しいので
はないかというご指摘もありましたが，まさに
そういう意見がありました。日本としましても，
一方ではBEPSリスクには対応したい。他方
で，そもそも立ち返ってみると，PEについて
なぜ条約上規定するかというと，進出先国で日
本企業が無茶な課税をされないように，ここま
でしか課税をしないでくださいということを条
約に明記するというバランスの下で成り立って
いるものですから，すべからく準備的・補助的
であるかどうかの確認を進出先国でするという
ことについては一定のリスクを伴うわけです。
これとBEPS対抗措置としての有効性とのバ
ランスを日本も含め，各国が悩んで議論してき
ましたけれども，結果として，バランスとして
準備的・補助的要件はすべからくかけるという
原則で行こうということになったところです。

〔超過利潤の考え方について〕
CFC，合算税制のところで超過利潤の考え

方についてもご質問がありました。マーリー
ズ・レビューを引かれましたけれども，確かに
一歩引いてみますと，マーリーズ・レビューと
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いうのはイギリスの学者たちが集まって，法人
課税の在り方そのものについてレビューした報
告書です。そこで法人課税の在り方として経済
的なレント，超過利潤に課税するのが法人課税
のあるべき姿であるということが書かれている
と承知しております。
これにならって，法人課税そのものの在り方

を考えるということにつながっていくのかとい
うご指摘だろうと思います。まさにそういう問
題意識はわれわれも持っております。一方で
マーリーズ・レビューを一生懸命読んでみても，
超過利潤に課税すべきというのは経済学的に導
けても，超過利潤はどの国が課税するのかとい
うのは実は書いてありません。企業活動をやっ
ていれば超過利潤が発生して，まさにそれを狙
って企業は活動しているという面もありますけ
れども，それの課税権の配分についての問題は
実は未開の領域です。そこをどう考えるのかと
いうことを頭の片隅に置きながら，一方で提案
されている合算税制における超過利潤アプロー
チは申し上げたように非常に大胆な制度ですの
で，これが制度化になじむかどうか等々，いろ
いろな観点を踏まえて検討していくということ
です。
率直に申し上げて，超過利潤アプローチがそ

のままの形で制度化されるというのは各国では
なかなか難しいと思いますが，いろいろな所得
アプローチとの組み合わせ，実質基準との組み
合わせでその要素を入れるということは当然あ
り得ると思いますし，アメリカがミニマムタッ
クスとして提案している課税とのリンクの関係
性もありますので，そういうところも注視して
いきたいと思っております。

〔holistic アプローチについて〕
合間さんから頂いた質問に幾つかお答えした

いと思います。まずCash box の図をご覧いた
だいてありがとうございます。資料の中で新し
く１３ページのところでCash box の例で holis-
tic アプローチがどんなイメージになるかとい

う図を載せております。これを見ると，確かに
ものすごい勢いで大量の対抗策を打っているよ
うに見えますが，これはCash box の例であっ
て，すべからくこれが普通の企業に適用される
というわけではありません。ここでご説明をし
たかったのは全ての対抗措置は相互に関連して
いるということです。
私の先ほどのお話の中でも申し上げましたが，

例えば行動３で合算税制を仕組むときには，利
子の課税ではどうなっているか，移転価格では
どうなっているかといった，入ってくる部分で
どれだけ強く止められているかということと，
最終的に合算するときにどのくらいの所得を合
算するかということとは，これは当然つながっ
ているに違いないということです。全部をぎり
ぎりにがちがちにしてしまうというのはバラン
スを欠きますし，どこかに抜け穴があると，そ
れはそれで問題であるということです。全体の
バランスを見ながら制度化しなければいけない
だろうということも含めて，holistic アプロー
チとして紹介させていただきました。

〔執行の今後の在り方について〕
その関連で，執行の今後の在り方についてど

う考えているかというご質問がありました。
BEPSプロジェクトをやったからといって，い
きなり執行が性悪説に基づいてぎりぎりと攻め
てくるということは当然ありませんし，もとも
とBEPSプロジェクトは，冒頭に申し上げま
したけれども，少なくとも日本にとりましては
税収を上げることを全く目的としておりません。
むしろ真面目に活動されている企業の方々には
基本的に影響を与えずに，一方で外国を中心に
不真面目にやっている人たちがしっかりとしか
るべき場所で税金を納めていただくことで相対
的に真面目に活動されている企業の競争条件が
向上するということを効果として目指しており
ますので，執行につきましては引き続き適正・
公平な課税に務めていくということで，それ以
上でも，それ以下でもないということです。
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〔海外の制度について〕
海外の制度についてどうなっていくのかとい

うご質問がありました。これは青山さんへのお
答えでも少し触れましたけれども，基本はピア
プレッシャーで，海外の制度についても，
BEPSプロジェクトを一緒にやってきた国々に
とっては，BEPSプロジェクトで議論したこと
を踏まえて，国内制度を作ってくださいという
ことです。しかもそのルールづくりに参加した
わけですから，ルールを守るということも一緒
になってやりましょうと言っていくことになる
だろうと思っております。

〔租税回避の意図について〕
非常に重要なご指摘を合間さんから頂きまし

た。企業の意図というのをどう扱うのか。BEPS
は今までとは違って，企業の意図，特に租税回
避の意図ということだと思いますが，それを問
題にしているのではないかというご質問です。
実はいろいろな議論がありましたけれども，結
果をご覧いただくと，行動６の目的規定である
PPTを除けば，意図，目的というのは出てき
ません。実際に見ていますものは，実質はどう
であったか，企業の本来の行動はどうであった
か，それから，商業合理性はあるかどうか。そ
ういったものがメルクマールになっていますけ
れども，それ以上の企業の意図は問いません。
さらにグループ親会社が全てのことを知ってい
なければいけないという仕立てになるのかとい
うご質問ですが，そこまで求めるということに
は当然なりません。
ただ，一方で，契約と実質が過度にかけ離れ

ているとか，商業合理性のない行為が行われて
いるというようなことがあり，かつ重大な税の
影響があるということであれば，その部分につ
いては当然親企業も知らないということでは済
まないということにはなるでしょうけれども，
場面としてはそういうところに限定されている
ということだと思います。

〔ルールメーキングの場について〕
吉村さんから頂いたご質問ですが，ルール

メーキングの場としてのOECDが中心となる
のは維持されたという評価を頂きありがとうご
ざいます。これはその他，英国の迂回利益税
等々，各国の税制モニタリングということにも
つながる問題です。これに関し，１つだけご紹
介させていただきます。資料８にアンカラのG
２０のコミュニケが載っておりますけれども，こ
の最後のところで「税に関する国際協力に関す
るアジスアベバ行動目標の下での決定を歓迎す
る」というこれだけでは何を言っているかさっ
ぱりわからないフレーズが最後に載っておりま
す。
これは何かといいますと，吉村さんにご指摘

いただいた国連の専門家会合の格上げ問題の話
です。これがアジスアベバの開発資金会合でも
議論になって，どうするかというのがその行動
目標の中で取り上げられ，政府間委員会にすべ
きという意見が結局は採用されずに，専門家会
合を今の位置付けのまま続けるという結論では
あります。けれども，確かにルールメーキング
の場としてのOECDが中心であるということ
はBEPSプロジェクトの中でも確認はされま
したけれども，途上国もルールメーキングに参
加したいという声は弱まることはなく，強まる
一方であるということはご紹介をさせていただ
きたいと思います。
同じアンカラのコミュニケの中に将来のモニ

タリングの話，それから，それの枠組みの話が
載っておりますけれども，今後はBEPSに参
加した人，参加していない人も含めてグローバ
ルにモニタリングしていくということです。そ
の枠組みをどうしていくのかということが焦点
になってきています。まだかちっとしたものが
決まったわけではないですけれども，そこが中
心的な問題というのはご指摘のとおりだと思わ
れます。
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〔BEPSの再検討について〕
将来的にBEPSの再検討，レビューの可能

性があるのかというご質問ですが，行動１１の話
はまた第２部で簡単に触れさせていただきます
けれども，BEPS全体としまして，明示的に例
えば行動１３の国別報告書のところでは２０２０年の
レビューが明記されておりますし，明記してい
ないところにつきましても，しかるべき期間を
経た後にある程度のレビューはするということ
だろうと思います。

〔レントの課税について〕
価値創造につきましては冒頭の説明の中でご

説明したことに尽きておりますが，先ほどの青
山さんの質問との関係で申しますと，価値創造
の場は今回一定の整理をしましたけれども，青
山さんがご指摘されたように超過利潤というか，
レントをどう課税するのかという問題がありま
す。これは例えばロケーション・セービングの
議論が価値創造との関係で議論されたというお
話もありましたけれども，ある場所で活動した
ことが価値につながっているのではないかとい
う問題意識です。
ロケーション・セービングとか，ロケーショ

ン・レントとか呼んでおりますけれども，こう
いった超過利潤的な，レント的なものをどう配
分するのかというところは整理の難しいところ
で，ここは近い将来で言えば，移転価格の中で
サプライチェーンの中の利益分割法の在り方と
いうのが将来の検討として残ったとご説明いた
しましたけれども，そういった中で引き続き議
論されていくのだろうと思っております。

〔独立企業間原則の維持について〕
独立企業間原則の維持が積極的なものだった

か，消極的なものだったかというご質問を頂き
ました。積極，消極の評価は主観も入ってしま
いますけれども，基本は積極的な支持とご理解
いただいていいと思います。この背景にありま
すのは，特別措置が議論されている中で，独立

間企業間原則，条約でいうところの第９条の内
側か，外側かというのはいろいろとみんなも悩
みました。一方で，第９条の外側，独立企業間
原則の外側の制度を導入した場合の影響という
のは非常に強く認識されました。これは二重課
税のリスクが非常に大きくなるということです。
それから，課税される，課税されないについて
のメルクマールがはっきりしなくなりますので，
納税者間の不公平感が高まるという問題意識が
強く意識されました。
第９条の外，独立企業間原則の外の措置を検

討することも排除しないというのが行動計画に
ありましたけれども，さはさりながら，そのよ
うな措置の導入は制限的に考えるべきですし，
BEPS対策として本当に必要なのかどうか考え，
本当に必要な場合にだけやりましょうという問
題意識がみんなに共有されていました。結果と
して，所得相応性基準という，独立企業間価格
に収まる部分で十分だろうという結論になった
ということです。そういう意味で積極的な支持
と言っていいと思います。

〔外国子会社合算税制と益金不算入への移行の
関係について〕
外国子会社合算税制について，益金不算入へ

の移行と独立してBEPSとして議論するのか
どうかというご質問を頂きました。青山さんへ
の回答の中で申し上げましたけれども，今後日
本の制度として検討していくに当たっては，日
本の既存の法体系とか，その他のさまざまな状
況に応じて当然あるべき制度を議論していくと
いうことになります。特に合算税制については，
BEPSで確かに勧告はされましたけれど
も，２００９年の外国子会社配当の益金不算入制度
を前提にどう位置付けるのかというのは日本の
制度論としては非常に大きな視点ですので，こ
の視点を除いた改正ということはやらないとい
うことです。そういうことも踏まえて検討する
ということだと思います。
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〔利子について〕
それから，利子のところでもご質問を頂きま

した。利子の損金算入制限は，BEPS対策とい
うことで言えば，当然関連者間の利払いをイ
メージすべきであるというご指摘です。現行の
日本の制度も関連者間取引のみを対象としてい
るということで，われわれもそういうふうに認
識しておりますが，一方で，ご指摘のとおり，
結論として出てきます固定比率に基づいた制度
というのは，関連者というよりは非関連者，第
三者も含む全ての利払いについて一定比率で制
限をするという仕立てになっております。これ
が制度の在り方としてどうなのかというのは，
日本の制度として考える場合には議論していか
なければいけないと思っております。
さらに利子の控除制限ということで言えば，

例えば極端な話，配当と利子との課税上の取り
扱いの違いがさまざまな問題を生んで，リーマ
ンショックの遠因になったと言う人もいますし，
G２０の金融のレポートなんかでも触れられてお
りますけれども，そもそもの法人課税の中での
利子の損金の在り方というものも，もしかする
と一緒に考えなければいけないと思いますし，
そういうものを総合的に考えて，これから検討
していくということになるのだろうと思います。
すみません。長くなって恐縮ですが，私から

は以上です。

―――――――――――――――――――――
（渡辺） 緒方さん，どうもありがとうござい
ました。それでは，以上で第１部を終わらせて
いただきます。
次に第２部「BEPS行動計画の１１番から１５番

までの手続き規定・情報交換規定に関して」に
移らせていただきます。時間もだいぶ押してお
りますので，いろいろなポイントがありますけ
れども，なるべく議論のポイントを絞って進め
たいと思います。
それでは，最初に緒方さんの方からご説明を

お願いいたします。

―――――――――――――――――――――

Ⅲ．行動計画１１～行動計画１５（手
続き規定・情報交換関係）その
他

（緒方） ありがとうございます。第１部では
払うべきところで払うという実体既定のお話を
しましたけれども，第２部はこのルールの見直
しを支えるものとして透明性向上と法的安定性
の確保，BEPSの迅速な実施ということで，幾
つかの行動をご紹介させていただきたいと思い
ます。
〔行動５ 有害税制への対抗〕（資料４０）
１つ目は行動５の先ほどご説明しなかった方

ですけれども，資料４０ですが，制度の透明性に
関する新しいルールです。行動５はそもそも何
を議論したかといいますと，制度の有害性です。
基本的には他国の税源を奪っているかどうかと
いうのが有害性の基準で優遇税制を対象にして
いるのですけれども，透明性を欠く制度につい
ても有害だろうということです。
これはルクスリークスで世間の耳目を騒がせ

ましたけれども，課税当局が個別の企業とある
合意をして，それによって特別に実効税率を引
き下げているような取り決め，ルーリングと呼
んでいますけれども，これを結ぶと，外から見
えない形で優遇される企業が出てきます。これ
は有害だろうということで，これに対抗するた
めには関係する国がそのルーリングが行われた
事実を知らされるべきであるということで，強
制的・自発的情報交換と言っておりますが，要
するに，そういうルーリングをやった場合には
自動的に相手国に情報を提供するという枠組み
が合意されました。これが行動５の２つ目の点
です。

〔自動的情報交換を巡る国際的取組みの経緯〕
（資料４３）
関連してごく簡単にご紹介させていただきま
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すが，資料４３に自動的情報交換をめぐる国際的
取組みの経緯と書いております。これはご承知
の方も多いと思いますが，OECDの共通報告
基準（CRS）というものを昨年の７月に策定い
たしまして，平成２７年度改正で日本も法制化を
しました。
特に非居住者が持つ金融口座の情報を税務当

局間で交換するということが租税回避の防止に
非常に有効であるということで，国際的な動き
になりまして，OECDの基準を作り，これに
従って各国が制度化をし，２０１７年，或いは２０１８
年に初回の交換を実施するということで，G２０
の目標としてやってきております。これが非常
に大きな国際課税の１つの流れになっておりま
す。

〔自動的情報交換の実施時期に関する国際的な
状況〕（資料４６）
資料４６のところで自動的情報交換の実施時期

に関する国際的な状況という表がございますが，
非常に特徴的なのは，いわゆるタックスヘイブ
ンと言って普通の方がイメージされるような
国・地域についてもコミットしている国・地域
に挙がっております。今まではタックスヘイブ
ンはこういう国際的な取組みに協力をしないこ
とでタックスヘイブンたり得たというところが
あるわけですけれども，今回は真にグローバル
なイニシアティブにしたということで，いわゆ
るタックスヘイブンも含めて，金融口座は隠せ
ないという時代が来るということです。自動的
に口座情報が交換されるという時代になってき
ているということです。

〔行動１１ BEPSの規模・経済的効果の分析方
法の策定【P】〕（資料４７）
行動１１は資料４７です。行動１１は BEPSの規

模や経済的な効果を分析するというものですが，
データをどうするか，指標はどんなものを使う
か，分析方法はどうするかという議論をしまし
た。けれども，結論から申し上げますと，デー

タ上の制約は乗り越え難く，これがBEPSの
指標だというものを作ることはかないません。
ある程度間接的にBEPSを示唆するような指
標を組み合わせて診断をしていくしかないだろ
うという結論になっております。これは引き続
きデータの収集の強化等々を含めて今後も検討
していくということになっております。

〔行動１２ 義務的開示制度〕（資料４８）
行動１２はタックスプランニングのスキームの

義務的開示の話です。過度なタックスプランニ
ングを抑制防止しようというのがBEPSプロ
ジェクトの根幹です。そうであれば，そもそも
スキームの開発自体を抑制してはどうかという
ことで議論されたものです。勧告自体は特定の
制度の導入を求めるというものにはなりません。
既に義務的開示制度を導入している国，資料４９
にアメリカ，イギリス，カナダの例を載せてお
りますが，他に南アフリカ等も導入しておりま
すけれども，こういう既存の制度や経験を参考
に，モジュラー方式ということで選択肢をまと
めるという形で，今後導入する国が参照できる
ようなガイダンスにしたという形になっており
ます。
２点だけ留意点を述べさせていただきたいと

思います。租税回避スキームを当局に開示する
ということですが，仮にそういうことに制度と
してなったとしても，それはスキームに当局が
お墨付きを与えたということにはならないとい
うことです。どの国の制度も，報告はさせます
けれども，報告したスキームを使ったら打たれ
ることはないということではないということで
す。これは１つ重要な点ですので指摘させてい
ただきたいと思います。
もう１点は，開示制度の位置付けは各国の法

制度によって非常にさまざまな類型があり得る
という点です。と申しますのは，開示制度自体
に抑止効果がありますので，それでよいとする
のか。開示されたスキームを無効化するような
立法をしていくのか。或いは一般的租税回避否
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認規定（GAAR）と言われているものとセット
でやるべきなのか。その辺りはいろいろな組み
合わせがありますので，各国で検討を深めてい
かなければいけないというものです。

〔行動１３ 多国籍企業の企業情報の文書化〕（資
料５０）
それから，皆さんは非常にご関心があると思

います行動１３は資料５０からですが，これは既に
昨年の段階で様式が固まっておりましたので，
その後の状況としましては，どうやって実際に
交換をするか，どうやって報告を求める法制化
をするかというところを議論してきました。基
本は，皆様の強いご意見を踏まえまして，われ
われも強く申し入れを行った結果，国別報告書，
CBCレポートですけれども，これにつきまし
ては守秘の観点やその適切な利用の観点から非
常に重要なものであるということで，基本は税
務当局間での情報交換による条約方式にすると
いうことになりました。

〔（参考）行動１３ 多国籍企業の企業情報の文
書化〕（資料５２）
条約方式の簡単な図を資料５２に載せておりま

すけれども，国別報告書については条約方式を
基本とするということで合意されております。

〔（参考）行動１３ 多国籍企業の企業情報の文
書化〕（資料５４）
一方で，マスターファイルとローカルファイ

ルはどうするかということです。資料５４の図を
ご覧いただくと，マスターファイルとローカル
ファイルにつきましては，ローカルファイルは
各国の子会社が作るということで，今の移転価
格の文書化と同じであり，それを踏襲するとい
うことです。マスターファイルにつきましては
親法人が作らざるを得ないわけですが，親法人
が作った上で各子会社がいわゆる子会社方式で
所在地国の税務当局に提出するという形になっ
ております。

この国別報告書の適用時期ですけれども，原
則として勧告の中では各国が一斉に２０１６年１月
１日以後の開始事業年度について作成を求める
ということになっておりまして，作成が求めら
れた国別報告書は，作成対象の事業年度終了か
ら１年間作成の猶予期間があり，その後，当局
に提出されて，必要に応じ交換されるというこ
とになっております。ただし，脚注的なフレー
ズがありまして，原則はそうなっておりますけ
れども，各国は法改正のサイクルがいろいろあ
りますので，それによって多少のずれがあるこ
とは許容されるということになっております。
それが行動１３です。

〔行動１４ 相互協議の効果的実施〕（資料５７）
行動１４も先ほどの青山さんのご質問にあった

話です。BEPSは基本的に二重非課税の防止と
いうことですので，方向としては課税強化に見
えます。まっとうな活動をしている企業にとっ
ては強化されるものはないわけですけれども，
方向としては課税強化の部分が多いということ
です。そうすれば二重課税のリスクが相対的に
高まる可能性が高いということで，これについ
てはどう手当てをするのかということですが，
仲裁制度を確実に入れてほしいという非常に強
いご依頼は累次頂いております。先ほどのG７
のコミュニケを紹介させていただきましたけれ
ども，われわれも全く同じに考えております。
しかし，残念ながら，G２０全体で仲裁を義務化
するというところまでは合意に至りませんでし
た。
その前提でどうするかということですが，ま

ず仲裁にはコミットできないという残念な状況
を前提にしつつ，相互協議を通じた適時で効果
的な紛争解決に対して政治的に強くコミットし
てくださいということです。原則論ですけれど
も，そこに政治的に強くコミットしていただい
た上で，幾つかミニマムスタンダードというこ
とで「最低限これだけはやります」というもの
をまとめて，その他ベストプラクティス，「こ
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れがあったらいいだろう」という措置もまとめ
たという形になっております。
全体として１００点満点というわけにはいかな

ったわけですけれども，適時効果的に紛争を解
決しなければいけないという問題意識は共有さ
れ，それに対する強い政治的なコミットメント
も得たということです。今後各国がちゃんとそ
のとおりにしているかということはモニタリン
グしていくことになりますし，引き続きピアプ
レッシャーを通じて確実な紛争解決を確保して
いくということだろうと思います。

〔行動１５ 多数国間協定の策定〕（資料５８）
行動１５は最後の資料５８ですけれども，BEPS

対抗措置のうちで租税条約に反映させることが
必要な措置につきましては，２国間の租税条約
を１つ１つ改正するのではなくて，１本の多数
国間協定を結ぶことで一気に改正をしようとい
う画期的な試みです。これにつきましては青山
さんからアメリカは参加していないではないか
というご指摘を頂きました。残念ながら，アメ
リカの参加はまだ頂いていませんが，日本を含
む８７カ国が今のところ交渉団に加わっておりま
す（注：その後米国は参加を表明し，１０月２０日
現在，計９２カ国が交渉団に参加している）。
BEPSの中身の話が決着しましたので，第１回
会合を本年の１１月に開催する予定にしておりま
す。２０１６年の末までに署名のために協定を開放
するということを目標にこれから交渉を進める
という想定でやっております。以上です。

―――――――――――――――――――――
（渡辺） 緒方さん，どうもありがとうござい
ました。それでは，パネリストのお三方から順
次ご意見，ご質問を伺いたいと存じます。最初
に青山さん，よろしくお願いいたします。
―――――――――――――――――――――

Ⅳ．行動計画１１～行動計画１５その
他に関する意見

〔国別報告書の立法化について〕
（青山） それでは，簡単にまとめてコメント
させていただきます。まず国別報告書について
行動１３は昨年来大変熱心に取り組んでいただき，
先ほどおっしゃった条約ベースでの交換方式が
実現したということは大変評価できることだと
思います。ただ，これから国内法に立法化する
に当たって，わが国はアジアの新興国の中で日
本企業がいろいろアグレッシブな課税を受ける
可能性が高いということですし，国別報告書は
課税当局にとってのリスク分析にとって非常に
有効なデータであるわけですけれども，それを
悪用された場合のリスクも高いと懸念されます。
従って，わが国で国別報告書の立法化をする

ときにどのレベルで立法化するか。どの程度イ
ンテンシブなものにするかというふうなことを
考えるときには，そのような周辺国に与える影
響等も考えますと，やや保守的なアプローチが
望ましいのではないかなと思います。

〔租税回避スキームの事前開示について〕
次に，事前開示についてです。行動５のルー

リングの開示と行動１２の租税回避スキームの開
示の２つについては透明性という点で大変な進
歩だと思いますけれども，先ほどもご指摘があ
りました租税回避スキームの事前開示について
は，国内法との整合性の下で実施していくとす
ると，いろいろ制約があると考えられます。
わが国の場合，個別的否認規定は別にして，

包括的否認規定という下敷きがないわけです。
そうすると，この部分について租税回避スキー
ムの開示制度を考えるときには，一般的租税回
避否認規定が必要なのかどうかという議論は今
までそこのところは封印をしていたところだと
思いますけれども，これをきっかけにそのよう
な議論にも参画していかなければいけないので
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はないのかなと私自身は個人的に思います。以
上です。

―――――――――――――――――――――
（渡辺） 青山さん，どうもありがとうござい
ました。それでは，次に，合間さん，どうぞよ
ろしくお願いします。
―――――――――――――――――――――

（合間） 行動１３に絞って発言させていただき
たいと思います。繰り返しになりますけれども，
国別報告書の項目の選択及び条約方式による情
報交換等々，ビジネス界の要望を取り入れて交
渉していただいた成果と思っております。厚く
御礼申し上げます。

〔文書の取り扱いについて〕
今回，お伺いしたいのは，実際に３つの文書

がどのように課税当局で使われるのかという点
です。ご案内のとおり，国別報告書については
基本的に，親会社の連結会計のベースで取りま
とめられるものであり，マスターファイルにつ
いては，親会社が所在する国の税法に基づいて，
その範囲等々について規定されるものと考えて
おります。また，ローカルファイルについては，
グループ会社が所在する各国の税法に基づくと
いうことですので，それぞれの範囲，視点で取
りまとめられるものと考えます。
これらの文書については，特に，国別報告書

とマスターファイルについては「リスクの存在
の有無を評価する」という表現でご説明を頂き
ましたが，実務的に当局の方はどのように分析
することになるのかについて，立法の過程で検
討されている内容があればご教示いただきたい
と思います。
さらに今回マスターファイル，あるいは国別

報告書が導入されることによって，従来の移転
価格文書に相当するローカルファイルが簡素化
される余地があるのかどうかについてご教示い
ただければと思います。よろしくお願いいたし

ます。

―――――――――――――――――――――
（渡辺） 合間さん，どうもありがとうござい
ました。それでは，吉村さん，よろしくお願い
します。
―――――――――――――――――――――

（吉村） 私からは行動１３についてコメントと
質問をしたいと思います。

〔途上国支援について〕
行動１３の国別報告書ですが，これは今回

BEPSプロジェクトの中でも大きな進歩だと理
解しています。この内容についてはヨーロッパ
のNGO等を中心として公表を求めるような声
というのもありますけれども，守秘義務の問題
を含めて，適正な課税と納税者の負担がバラン
スの取れた形で発展していくことを願っていま
す。
その上で質問なのですが，今回国別報告書の

実施に当たっては途上国向けにモデル立法等が
公表されています。先ほどの緒方さんからのご
回答にもありましたように，今後BEPSプロ
ジェクトについて途上国支援をどのように進め
ていくかということが１つの論点というか，１
つの課題になるかと思います。その意味で今回
モデル立法等がOECDから公表されたことに
ついて途上国等からどういった反応があったの
かという点をお教えいただければと思います。
以上です。

―――――――――――――――――――――
（渡辺） 吉村さん，どうもありがとうござい
ました。それでは，ただ今のお三方のご意見，
ご質問に対しまして緒方さんの方からご発言を
お願いいたします。
―――――――――――――――――――――

（緒方） ありがとうございます。
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〔子会社方式の立法化を防ぐアプローチについ
て〕
まず青山さんから頂いたご質問ですけれども，

周辺国の対応に与える影響もありますし，悪用
リスクも高いので，とりあえずは制限的な保守
的なアプローチを採用してはどうかというご指
摘です。ご指摘は非常にごもっともだと思いま
すけれども，国別報告書の議論の中でわれわれ
が一番苦心したものは，皆様の問題意識と同じ
だと思いますけれども，相手国，進出先国が子
会社方式で好き勝手なものを要求してきたとき
にどうするのかという問題です。これはBEPS
全体の悩みですけれども，積極的な協調アプ
ローチは取りましたけれども，各国の制度を直
接縛るという術はございませんので，みんなで
合意をして，合意をしたのだからそれを守りま
しょうと言って，ピアプレッシャーをかけるし
かないというぎりぎりのラインで立っていると
ころです。
そういう中で，われわれとして最もあっては

いけないと思っていますのは，特に国別報告書
で一番重要な保秘，守秘義務の問題であるとか，
不正使用の問題，それから，整合的な実施の問
題，こういった条約方式をするに当たって条件
にした部分をかいくぐる形で相手国が子会社方
式を立法化するという展開です。これは何とし
ても避けなければいけないということです。と
ころが，相手国にそういう立法をしてはいけな
いと言う術もありません。
結局のところ，何をしなければいけないかと

われわれが思っておりますのは，ちゃんと日本
の親会社から定められた文書は求めます，条約
に基づいて日本の当局に要請をすれば，最終的
には自動的に交換するということもありますけ
れども，そこを経由して正しい報告書が行きま
す，ですから，その道が確保されている限りに
おいては子会社から勝手に入手することはやめ
てくださいというアプローチしかないというこ
とです。最終的には，まさに周辺国に無茶なこ
とをされない，そういう言いがかり，言い訳を

与えないというためにも，日本としてもしっか
りと対応しなければいけないと思っています。
補足で資料５３です。詳細には入りませんけれ

ども，参考のところで子会社方式をやむを得ず
やってもいいという場面を幾つか今回合意して
います。まず，a）親法人所在地国が親法人に
国別報告書の提出を義務付けていない場合，そ
れから，b）発効済みのCA合意がない場合，
つまりちゃんと条約で交換するメカニズムがな
い場合，最後に，c）体系的な不履行，Sys-
temic Failure と言っていますけれども，あえ
て情報を出さないような行為をしている場合と
いう３つのどれかに当てはまらない限りは子会
社方式をやってはいけないというルールになっ
ております。ですから，逆にいいますと，aの
ケースに該当していると言われないためにも，
しっかりとした法制化は必要だと考えておりま
す。

〔一般否認規定について〕
青山さんの租税回避スキームの義務的開示と

の関係で一般否認規定も検討していく時期に来
ているのではないかというご指摘ですけれども，
確かに義務的開示の議論をしている中で
OECDの議論では一般的租税回避否認規定
（GAAR）と一緒に措置するのが有効であると
いう議論が多く出ておりましたので，そういう
ことも踏まえて，今後幅広く議論していきたい
と思っております。

〔国別報告書等の利用範囲について〕
それから，合間さんからご質問いただきまし

た国別報告書を含む３つの類型の文書をどのよ
うに使っていくのかということです。これは合
間さんのご質問の中にもありましたけれども，
移転価格等のリスクの評価のために使います。
直接課税には使わないということです。特に国
別報告書については，それをもって直接課税す
ることはないということです。
その肝は何かといいますと，先ほど吉村さん
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のお話の中でNGO等が公表を求めているとい
う話が出ましたけれども，その裏にある考え方
としましては，国別報告書を出してもらうこと
で，国別報告書に載っている指標を使って配分，
アポーションメントをすればいいではないか，
課税所得をその指標に従って配分すれば簡単だ，
そうすれば途上国にも正しい税金が落ちる，と
いうご主張だと思いますが，まさにそういう使
い方をされては困るということです。そういう
仕立てで作っている報告書ではありませんとい
うことを累次確認し，そういう使い方はしない
という前提で交換をしますという仕組みを組み
立てたところです。ですから，今後とも日本を
含めて直接課税に使うようなことはせずに，移
転価格等のリスクの分析にのみ使うということ
です。

〔リスクの分析について〕
リスクの分析というのはどういうふうにやる

のかというご質問ですけれども，いろいろなこ
とがあると思いますが，大きく２つあります。
もともとの問題意識としましては，移転価格の
文書化で始まった話ですので，移転価格，適正
価格をどう見つけるかという作業の中で，取引
単位で適正価格を見つけようとしますけれども，
当該取引だけを切り出して適正な価格を見つけ
るというのはなかなか難しいことが多いです。
そうであれば，全体の企業活動の全貌を見た上
で，その中でのこの取引だという位置付けがは
っきりしていた方がより適正な価格に近づくに
違いない。こういう意味において全貌を見極め
るというための参考資料にするというのが１つ
だと思います。
より一般的には，全体を見てBEPSリスク

がどこに起きていそうかというものを分析する
という使い方になろうかと思います。BEPSリ
スクがありそうだということになっても，それ
だけで直ちにBEPSリスクがあるという結論
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には当然なりませんし，そこに課税をするとい
うことにもなりませんので，その後，課税に結
び付けていくためには適切な調査等々が行われ
て，その上で対応するということだと思います。

〔簡素化について〕
簡素化の道はないのかというご指摘を頂きま

したが，これは非常に重要なポイントです。わ
れわれとしましても，他の国も同様ですが，適
切な移転価格の執行，それからBEPSリスク
の把握という問題とコンプライアンスコストを
いかに軽くするのかという問題はしっかりとバ
ランスを取らなければいけないという問題意識
がありまして，不必要に複雑化することは避け
ようとしています。
国別報告書の項目も，昔からフォローいただ

いている方はご承知だと思いますが，だいぶ項
目は簡素にしましたし，これからも必要に応じ
簡素にしていきたい気持ちはあるのですけれど
も，一方で，各国共通のフォーマットを作ると
いうことについてのメリットもあります。各国
がばらばらに簡素化をすると，結局，グローバ
ルにはかえって面倒くさくなるということもあ
りますので，共通化したというメリットもある
という前提で，いかにコンプライアンスコスト
を下げていくかという努力は引き続きしていく
ということだろうと思います。

〔途上国の反応について〕
吉村さんから，国別報告書のガイダンスが出

たところで途上国はどういう反応をしているか
というご質問を頂きましたが，全部の途上国の
反応はつまびらかではありませんが，基本的に
途上国の方々は大いに関心を持っておられます。
これは間違いのないところです。
先ほども申し上げましたけれども，国別報告

書をもらい，それを使うためには，国別報告書
の保秘にしっかりと配慮し，不適切に使用しな
いということをコミットし，かつ，それができ
るだけの能力がある人でないと渡せないという

のがわれわれの立場ですので，関心のある途上
国がありましたら，どういうものであるかとい
うことをしっかりと説明して，必要であれば技
術支援もして，国別報告書を交換できるレベル
になったところでネットワークの中に加わって
いただくということになっていくと思います。
反応という意味で言えば，非常に強い関心が途
上国に一般に示されていると思います。以上で
す。ありがとうございます。

―――――――――――――――――――――
（渡辺） 緒方さん，どうもありがとうござい
ました。まだまだ議論の種は尽きないわけです
が，この辺で第２部を終了させていただきたい
と思います。
本日ご参加いただきましたパネリストの皆様

にはそれぞれのご見識に基づきまして大変有意
義な，かつ活発なご意見を頂きまして誠にあり
がとうございました。
―――――――――――――――――――――

おわりに

（渡辺） BEPS はアメリカの大企業，多国籍
企業がヨーロッパで稼いでいながら税金を納め
ていないのはけしからんではないかというとこ
ろから始まったわけですが，今日の議論を伺っ
ておりまして，やはり価値を創造した場所，税
金を払うべき場所で税金を払えというのが基本
理念なのだなという思いを大変強くいたしまし
た。
このBEPSの試みは中身も国際課税の原則

を変えようということで大変画期的，ある面で
は野心的なものですが，OECDだけではなく
て，G２０も，新興国も含めて１票ずつ持たせて
やろうということで，やり方も大変画期的かつ
野心的なものです。それだけにすごい結果が出
てきそうな気もいたしますし，他方で，まだそ
う簡単に作業ができないのかもしれないなとい
う気もするわけです。そんなことで，皆様と一
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緒にこの行方を注意深く見守っていきたいと思
います。
本日は時間も超過しまして大変恐縮でしたが，

皆様のご協力を頂き，大変ありがとうございま

した。これで本日のパネルディスカッションを
終わらせていただきます。誠にありがとうござ
いました。
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